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第 1 章  研究の概要 
1−1 論文の構成 
本研究の構成は以下のようになる。	
n 第 1章 研究の概要 
本研究の背景、目的、仮説、研究方法及び既往研究について述べる。	
	
n 第 2章 東京都における在日中国人の全体像 
本研究の対象者の「80 後」に限らず、近年東京圏に居住する中国人の人口変化及
び居住地を把握し、全体の居住状況について述べる。	
 
n 第 3章 戦後の在日中国人の居住の特徴 
	 戦後から来日した中国人の数、在留資格、居住地における変化を踏まえ、在日中
国人が時代ごとに現した居住における特徴をまとめる。	
 
n 第 4章 東京圏における「80 後」の居住の実態 
ヒアリング調査を通し、実際に東京圏に居住する「80 後」の居住状況を分析し、
多角度から彼らの居住特徴をまとめ、パターン化する。	
 
n 第 5章 まとめ 
各章の内容を整理した上で、研究仮説を検証するし、今後の課題を提示する。	
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以上をふまえて研究のフローを図 1-5-1 に示す。	
	
	
				図 1-1−1 研究のフロー	
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1−2 研究の背景 
2015 年法務省の「外国人在留人口統計」によると、日本の外国人登録者数は 217 万
人以上とされ、日本の総人口の 1.74%を占めている。2011 年に起こった東日本大震災
後、帰国した外国人も多いとされるが、今なお日本に住み続けている外国人も大勢い
る。その中で、中国籍の数は 2007 年に初めて韓国・朝鮮籍の数を超え、以降最多となっ
ている。東京都に居住している中国人数は 16 万人を超え、東京都の総登録外国人の 3 分
の 1 以上を占めている。それゆえ、東京において最大の外国人グループである中国人の
居住の変化に視点を置くことは、大きな意義を持っている。	
	 	 	
	 	 法務省の「在留外国人統計」2015 年 12 月末の公表によると、留学を理由に日本に
居住し始める人も年々増加している。2014 年度に「留学」の在留資格を有する外国人が
日本の企業への就職を目的として行った在留資格変更許可申請の人数は 14170 人であ
り、そのうち中国人が 8437 人であった1。また、2006 年に東京都内で就職した中国人留
学生は前年より 43.3％の増加率しており、その後約毎年約 30％の増加率を保っている。
2011 年の東日本大震災の影響を受けて増加率は半減したが、近年また増加している。つ
まり、大学または大学院を卒業し、その後帰国せずに日本で就職を選択する中国人が増
えている。年齢別にみると、中国では「80 後」と呼ばれる若者がその主体群である。こ
の新たな中国の若者世代が隣国の日本での生活環境において、居住条件に関しては、ど
のような考えを持っているのかに本研究で注目する。	
	
	 	
                                                   
1	 法務省「 平成 26 年における留学生の日本企業等への就職状況について」により 
  http://www.moj.go.jp/content/001153834.pdf	
	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	           第 1 章 研究の概要	
	 -	6	-	
 
1−3「80 後」とは 
本研究では、研究対象にあたる「80 後」について以下のように定義する。	
まず、「80 後」というのは中国で 1980 年 1 月 1 日から 1989 年 12 月 31 日までの間に
生まれた世代のことを指している。2015 年末の時点で、「80 後」の年齢は 26 歳〜35 歳
である。また、日本の国勢調査にあたる中国の人口普査（10 年に 1 回）の最新版（2010
年版）の統計によると、2010 年の時点で「80 後」の人口は約 2 億 8000 万人とみられ
る。	
	 中国の従来の若者と違い、「80 後」の世代は中国の動向を見るうえでカギとなる世
代として位置づけられ、特別な意味を持つ。	
	 まず歴史背景から見ると、大きな変化が 2 つある。1 つ目の変化は鄧小平の指導の
もとで、中国で 1978 年 12 月に「改革開放」という海外の資本を積極的に導入し、市場
経済への移行を推進した。中国の経済が奇跡的な成長を遂げた画期的な政策が実施され
た。もう一つの変化は、1980 年から中国に全面的に(少数民族を除く)一人っ子政策が本
格化され、一家庭に一人の子供しか産めないという状況になった。それゆえ、兄弟のい
ない環境で生まれた彼らは中国従来の家庭関係とは異なり、「60 後」、「70 後」と比
べ、比較的に豊かな生活環境で育てたられたと言えるであろう。なお、その世代から十
年ごとに生まれた子供は「80 後」、「90 後」、「00 後」と呼ばれている。	
	 「80 後」の特徴としては①両親の世代を苦しめた文化大革命（1966 年 5 月〜1976
年 10 月）を知らず、天安門事件(1989 年)の記憶もほとんどない②インターネットや携
帯電話によってバラエティ豊富な情報に囲まれ、海外の文化や情報も抵抗なく吸収し、
個性を大事にするといった特徴をもっている。また、海外留学の制限が緩くなってお	
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り、外資系企業への就職が可能になったといった前世代と異なる外部環境も提供され
た。一方、それなりのゆとりのある生活条件で成長した「80 後」は、マイペースやわが
ままであるなど、とにかく中国の社会から厳しい評価を受けている。	
	 	 さらに、在日中国人を「90 後」、「80 後」、「70 後」の三つの世代に分けてみる
と、多数の「90 後」は留学をきっかけに来日し、移動経歴は比較的に少なく、また「70
後」は仕事、家庭などの面においてすでに安定な状態であり、大きな変化は生じないと
思われる。一方、「80 後」は留学を終え、将来の居住地、家族構成などに落ち着くまで
は様々選択肢に面しているため、一番変化が豊富な世代だと考える。	
	 	 そこで、本研究では、東京圏に居住する「80 後」を研究対象に絞る。	
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1−4 用語の定義 
本研究で用いる用語の定義を以下のように示す。	
1. 「80 後」	
1980 年から 1989 年に生まれた中国人のことを指す。	
2. 「70 後」	 	
1970 年から 1979 年に生まれた中国人のことを指す。	
3. 「60 後」	
1960 年から 1969 年に生まれた中国人のことを指す。	
4. 東京圏	 	
東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の一都三県をいう。	
5. 長期居住	
	 	 	 	 日本での居住期間の総年数が 5 年以上を長期居住とする（帰国時を除く）	
6. 東京都心	
中央区、千代田区、港区、新宿区、渋谷区の都心 5 区のことを指す。	
7. 東京 23 区西部	
板橋区、豊島区、中野区、練馬区、杉並区、世田谷区、品川区、大田区、目黒
区を指す。	
8. 東京 23 区東部	
北区、荒川区、台東区、墨田区、足立区、葛飾区、江戸川区、江東区、文京区
を指す。	
9. 在日中国人	
日本に在住している中華人民共和国の国籍（香港、マカオ、台湾を含む）を持
つ中国人である。	
10. 華人	
移住先の国籍を取得した中国系住民である。	
11. 11.ニューカマーズ	
1980 年代以降に日本へ渡り長期滞在する外国人を指す。	
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1−5 研究目的 
本研究は、他世代と比べ最も人生の動向が見られる世代である「80 後」を研究対
象に、日本での生活環境に徐々に慣れていく過程において、進学、就職、結婚などのラ
イフコースの影響に伴う居住地の変化、居住形式、所有形式、変動理由などについて、
どういうふうに変化したのかを明らかにする。	
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1−6 研究方法 
①	 全体的な居住地の状況	
2000 年から 2015 年に、「東京都の統計」の「外国人人口」の公表データ2を用い、
東京都 23 区ごとの中国人人口の増減データを収集し、全体的な居住地の現状を整理す
る。	
②「80 後」の居住実態の把握	
	 	 「80 後」の実際の居住を把握するため、東京入国管理局（品川）で「80 後」を見つ
け調査を依頼する方法によって、東京圏に居住する「80 後」を対象としたヒアリング調
査を実施し、来日後の居住状況を把握する。	
	 	 ③	 戦後の来日中国人の居住に関する文献調査	
	 	 	 既往文献で得た先行研究の調査結果をまとめ、戦後の来日中国人の居住の環境を
明らかにする。	
	 	
	
	
	 	
                                                   
2	 「東京都の統計」の「外国人人口」平成 12 年〜平成 27 年の 1 月末時点の区市町村別 10 カ国外国人人口による 
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1−7 研究仮説	
 
①	 「80 後」は留学を動機に来日したため、最初の居住地が日本語学校の多く立地す
る新宿区の高田馬場、新大久保または豊島区の池袋、大塚などであるが、そこでの短期
的な居住期間を経て、その後の各自の進学により、中国人の集住する地域から離れる。	
	
②	 中国では、「持ち家を用意しないと結婚できない」という親世代からの先入観が
あるため、自分の年齢、年収などにかかわらず、結婚をきっかけに住宅を購入する「80
後」は日本でも多いのではないか。	
	
③	 一般的に、東京都の中国人の集中居住地と認識されるのは主に新宿区や豊島区で
あるが、実際はその 2 区に限らず、新たな集中居住地が誕生したのではないか。	
	
④	 「60 後」と「70 後」は 20 代〜30 代の時期に居住を選択する際に、入居できる物
件が少ない、外国人が入りやすい地域が少ないといった外部条件が厳しかったため、移
動の範囲が限られており、郊外に住む傾向があったことに対して、「80 後」は居住地の
選択の範囲が比較的に広く、郊外に住む人口比率が低い。	
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1−8 既往研究 
	
	 	 	 在日外国人の居住問題に関する既往研究は多くある。例えば、東京都の日本語学
校に通う外国人就学生を取り上げ、彼らの居住選択と居住移動に着目し、来日外国人を
取り巻く居住状況の特徴が清水(1997)の研究によって明らかにされている。	
	 	 	 居住地の変化と就業状況の変化の関係について、阿部（1997）が長崎に居住する
中国人を対象に研究し、世代交代による高学歴の獲得又は日中国交正常化などが居住地
の拡散と密接に関連すること。その居住地は外国人居住地から新しく開発された郊外の
住宅地ではなく古くからの商業地区であり、一般の日本人の居住地の郊外化と比べた
ら、質的に大きく異なるということを明らかにしている。	
	 	 	 田嶋(2009)の研究では、1979 年から 1989 年の十年に来日した中国人留学生は大
学進学や大学院進学、その後の就職、日本人と結婚、エスニックビジネスの起業などの
選択によって、日本で長期居住をはじめたが、彼らが居住できる物件は主に古い木造賃
貸住宅で、居住地域も大都市のインナーシティに限られること、一旦居住した地域に
は、同じネットワークに連なる人々が呼び寄せられ、その傾向が豊島区池袋地域や、新
宿区大久保区などで展開することを明らかにしている。	
	 	 	 しかし、2000 年以降日本における中国人の居住の変化に関する研究が少なく、特
に在日中国人を世代別で分け、それぞれの特徴と変化をまとめた上で検討した研究はな
く、そこに本研究の新規性がある。	
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第 2章 東京都における在日中国人の全体像	
 2−1 東京都における在日中国人の概要 
  2−1−1 在留資格別から見た変化 
	 	 	 外国人が日本に滞在するために、在留資格（ビザ）をもつ必要があるため、滞在
する外国人に対しては以下のビザが与えられる。「出入国管理及び難民認定法」で定め
ている在留資格は 27 種類（4 区分）である。具体的には、①就労が認められる在留資
格：外交、公用、教授、芸術、宗教、報道、経営・管理、法律・会計業務、医療、研
究、教育、技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能、技能実習、高度専門
職（高度専門職１号イ、高度専門職１号ロ、高度専門職１号ハ、高度専門職２号）②就
労が認められない在留資格：文化活動、短期滞在、留学、研修、家族滞在③就労の可否
は指定される活動による在留資格：特定活動④身分または地位に基づく在留資格「活動
に制限のない」：永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者である。	
	 	 表 2−1−1−１からみると、2015 年末まで、東京都に在留する中国人3のうち、所持者
の多い在留資格のトップ 3 位は永住者（31.9%）、留学(23.5%)、技術・人文知識・国際
業務(12.2%)であり、続いては家族滞在（12.0%）、日本人の配偶者など（4.50%）、定住
者（4.09%）、技能（3.18%）、投資・経営（2.03%）であり、残りの在留資格はすべて全
体の 1%以下である。	
	 	 また 2006 年〜2015 年の期間中におよそ 500％以上の増加率となった在留資格は報
道、投資・経営、医療であり、200％〜500％以上の増加率となったのは特定活動、永住
者、永住者の配偶者などであり、0％〜200％以内の増加率となったのは企業内の転勤、
                                                   
3	 第 2 章と第 3 章に用いた中国人に関するデータは統計上の制限により、中国大陸出身者のみのデータがないため、台湾
人、香港人もデータ中に含む。 
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技能、留学、家族滞在、技術・人文知識・国際業務である。一方、2006 年に比べ、2015
年の時点で人数が減少した在留資格は日本人の配偶、定住者、研修などである。	
	 	
 	
	 	                 	
 
 
  
表 2-1-1-1 法務省の在留外国人統計 2006年〜2015 年の公表データにより作成 
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	 	 図 2-1-1-1 からみると、2006 年〜2015 年東京都における「人文知識・国際業務」と
「技術」の在留資格を所有する在日中国人は 2006 年〜2009 年まで増加してたが、2010
年〜2012 年は減少となり、2013 年から 2015 年は再び増加となった。それは日本で仕事
をする中国人の増減を示している。「留学・就学」は 2007 年と 2011 年〜2013 年に一時
減少したが、2013 年からまた増加に転じた。また、安定な増加を示した在留資格は「家
族滞在」と「永住者」である。なお「永住者」の在留資格を取得する4には、10 年以上
日本に在留することが求められるため、日本で長期居住をしている中国人も増加してい
る。一方、年々減少となった在留資格は「日本人の配偶者等」と「定住者」である。ま
た、「投資・経営」の在留資格を持つ中国人が 2006 年から 2015 年まで、500％近く伸び
たことから、中国の富裕層が日本市場に進出すると思われる。	
	
  
                                                   
4	 原則として引き続き１０年以上本邦に在留していること。ただし，この期間のうち，就労資格又は居住資格をもって引き続き
５年以上在留していることを要する。規制改革の推進に関する第３次答申（平成１５年１２月２２日 総合規制改革会議）」・「規
制改革・民間開放推進３か年計画 （平成１６年３月１９日閣議決定）により 
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図 2-1-1-1 2006 年〜2015 年東京における在日中国人の在留資格別の変化 
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2−1−2 東京都「80 後」の人口数の変化について 
	 	 	 近年、東京都に登録された中国人「80 後」の人口数の変化を分析し、日本人「80
後」との人口数を比較しつつ、全体動向を把握する。	
法務省の在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表の公表データ5により、図
2−1−2−1 を作成した。（だたし、2012 年より以前の「都道府県別年齢・男女別在留外国
人（その 1）中国人」は 5 歳階級で統計されたため、各歳の人口数データは取得できな
かった。）	
図 2-1-2-1 からみると、左縦軸は 2009 年と 2012 年〜2016 年東京都に登録してい
る中国人「80 後」の人口数であり、右縦軸は 2009 年〜2016 年日本人「80 後」の人口数
である。まず、中国人「80 後」の人口は年々減少し、特に 2012 年と比べ 2013 年の減少
率は 4.03%であり、2012 年から 2016 年にかけ 5 年間中に最も減少した年となる。それに
対して、東京都に登録された日本人「80 後」は 2009 年から 2016 年かけ人口数は増加す
る一方であるが、増加率をみると、2010 年は前年より約 2.62%人口増えたが、2016 年に
成ると、前年よりの増加率は約 0.67%となった。	
	 	
                                                   
5	 法務在留外国人統計（旧登録外国人統計）2009 年、2012 年〜2016 年
http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 
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図 2−1−2−1 2009 年〜2016 年東京都に在留する中国人「80 後」と日本人「80後」の人口変化  
表 2−1−2−1 2009 年〜2016 年東京都における「80後」人口数（男女・年齢別） 
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	 	 図 2-1-2-2 は 2012 年〜2016 年の中国人の生まれ年別の人口変化図である。この図	
からみると、2012 年〜2016 年東京都の中国人増加の最も多い世代は「90 後」であり、
それは「90 後」はちょうど 18 歳〜26 歳の年齢にあたり、すなわち日本の大学もしくは
大学院に進学する年齢でもあるため、その時期に留学をきっかけに来日したと考えられ
る。	
	 	 次に緑線をみると、1989 年と 1983 年生まれの「80 後」は一時増加傾向を示した以
外、残りの「80 後」の人口はすべて時間の経過とともに減少している。特に 80 年代後
半生まれの「80 後」は 80 年代前半生まれた人より減少が激しい。それは、留学を終え
た後に帰国する「80 後」も大勢にいると思われる。	
	 	 また、赤線をみると、「70 後」は人口増加の激しい「90 後」と人口減少が目立つ
「80 後」と比べたら、安定な人口動向を示している。なお、やや人口は増えている傾向
もある。	
  
図 2-1-2-2 2012 年〜2015 年と東京都に在留する「90後」「80 後」「70 後」の人口変化 
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 2-1-3 東京都「80 後」の配偶関係について 
		 		2010 年の国勢調査6によると、東京都の在日中国人の配偶関係は図 2-1-3-1 の示し
た通り、20 歳〜24 歳の既婚者数はまだ全体の約 1 割であるが、25 歳〜29 歳の既婚者数
が 4 割まで増加し、30 歳以上の在日中国人の既婚率が 7 割以上であることがわかった。
換算すれば、2010 年時点では「80 後」の既婚率は約 27.4%である。	
また、東京都に居住する日本人の配偶関係（図 2−1−3-2）からみると、2010 年ま
では日本人「80 後」の既婚率は約 14.0%であり、30 歳〜35 歳から既婚者数が著しく増加
し、全体の 5 割近くまで伸びている。その後の世代の既婚増加率は一段落減少したが、
50 代になるまでは全体の既婚者数は増加し続けた。	
比較してみれば、全体的に中国人の既婚率は 20 代後半から 30 代後半まで増加
し、その後は安定傾向が見られ、つまり配偶関係による家庭構成の変化が 20 代後半から
30 代後半までの約 10 年の間に最も変化したことわかった。一方、日本人の既婚率の増
加は 20 代後半から始まり、30 代後半までは激しかったが、増加傾向は 50 代前半まで見
られる。つまり、在日中国人よりも家族構成の変化する期間が長くなると思われる。	
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
6
	 平成 22 年国勢調査結果」（総務省統計局） 
（http://www.e-stat.go.jp/SG1/toukeidb/GH07010101Forward.do） 
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2−2 東京区都における在日中国人の居住地の変化  
「東京都の統計」7で公表された 2000 年から 2015 年までの外国人人口の区市町村別主
要 10	か国外国人人口の中国人人口のデータを抽出し、在日中国人の東京都市区部にお
ける居住人口数を表 2-2-1 に表す。	
ここで、東京都区部における在日中国人の居住人口数の変化を分析した結果、以下の
ようにまとめる。	
1) 新宿区に居住する在日中国人口数は一時（2008 年〜2010 年）江戸川区に超えられ
たが、それ以外つねに最多数の在日中国人の居住地の区となっている。	
2) 2000 年時点では、江戸川区の在日中国人の居住者数は 3 位だったが、2005 年に当
時 2 位だった豊島区を超え、さらに 2008 年に 1 位だった新宿区を抜き、1 位を維持
していたが、東日本大震災の影響で 2011 年から在日中国人の居住者数が減少しは
じめた。ただし、2013 年から 2015 年ふたたび増加現象が見られた。	
3) 江東区は 2000 年の時点で、在日中国人口数が 10 位だった、その後人口が一向に増
加し、2011 年にようやく板橋区を超え 4 位になり、それ以降も 4 位を維持しつつ、
トップ 3 位（新宿区、豊島区、江戸川区）との差を縮小している。	
4) 2000 年まで在日中国人口数が 3 位、5 位と 7 位だった板橋区、北区、中野区は 2015
年の時点に、それぞれ 5 位、7 位と 13 位に落ちた。特に中野区は 15 年間のうち、
2004 年の人口数 4854 人を超えた年は 2015 年だけである。	
	 	
                                                   
7	 東京都の統計 「東京都統計年鑑」の人口・世代 
 http://www.toukei.metro.tokyo.jp/tnenkan/tn-index.htm#h21 
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表 2-2-1 2000 年〜2015 年東京都における在日中国人の居住地の変化 
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	 	図 2-2-1 2001 年〜2015 年東京区部における在日中国人の居住地の変化 
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また、各区の 2000 年から 2015 年までの人口変化がどういうふうに起きたのかを明ら
かにするため、縦軸を 2001 年〜2015 年の各区の在日中国人の人口増加率とし、横軸を
各区の 2015 年時点の在日中国人口数とし、図 2-2-2 に表す。	
	 	 まず、区部における在日中国人の平均増加率からみると、平均増加率を上回る区は
計 10 区であり、うち中央区、台東区、千代田区、荒川区、江東区の 5 区は 300％以上の
増加率を持ち、残りの葛飾区、墨田区、足立区、港区、江戸川区、大田区に合わせ、以
上の 11 区に在日中国人の流入人口が大勢にいると考えられる。	
	 	 一方、平均増加率を下回る区は 13 区であり、特に中野区、目黒区、杉並区の増加率
が低いことから、この 3 区に在日中国人の流入人口が少ないと思われる。	
	
																																																						
	 	
図 2-2-2 2000 年〜2015 年東京区部の在日中国人の人口とその増加率 
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図 2-2-2 を四分類に分けし分析する。	
① 中央区、千代田区	
	 中央区、千代田区においては、2001 年時点で 2 区とも 1000 人未満であり、23
区のうち在日中国人の最少の 2 区であったが、それぞれ 2004 年と 2011 年から
1000 人を超えた。特に中央区は 2009 年に目黒区、2012 年に渋谷区の人口を上回
った。	
	
② 台東区、荒川区、葛飾区、江東区、墨田区	
	 この 5 区の増加率は全体増加率の 203.5%より 50%以上もあり、在日中国人の流
入が多い区である。特に台東区（365%）、江東区（314.1％）、荒川区（319.1%）の
3 区の増加率が目立つ。まず江東区を分析してみると、江東区は人口減少に苦しん
でいる自治体が多数ある中で、10 年間で 10 万人以上も人口が増えた自治体があ
る。その背景としては、埋め立てられた臨海部は大規模な開発が進められ、デベ
ロッパーによって高層マンションの建設が相次いだことが原因とみられる。また
江東区の人口の牽引としている豊洲地区はかつて典型的な工業地帯だったが、銀
座、日本橋に近い地理的位置及び東京オリンピックの競技施設の建設また築地に
ある東京都中央卸売市場の移転地として注目されている。さらに、江東区一帯の
公団住宅（東雲団地）は礼金や契約更新料を払う必要がなく、外国籍の人達に人
気がある。	
	
③ 新宿区、豊島区、江戸川区、板橋区、大田区、北区、足立区	
この 7 区は 2001 年の時点で中国人の人口数が最多の 7 区であり、2015 年では
江東区を加え、最多の 8 区となった。しかし、各区の 2001 年〜2015 年の増加率は
人口全体の増加率の以下である。新宿区と豊島区内に数多くの日本語学校や専門
学	
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校、大学といった教育施設が充実しているため、留学生にとっては初めての生
活拠点としたと考えられる。そのため、この 2 区は高流動性、低居住性の特徴を
持っている。なお、「新宿区の概況」の公表データから、2007 年から 2012 年の期
間中に、毎年新宿区内の中国人の 1/3 が転入・転出する。またその公表データに
よると、新宿区に居住する中国人の 7 割以上の中国人が留学生である。そのた
め、新宿区の中国人人口を左右するのはやはり留学生であり、進学、就職または
結婚などを理由として新宿区から他の地区に流出しつつと考えられる。	
	
	 ④	 文京区、港区、世田谷区、品川区、練馬区、渋谷区、目黒区、杉並区、中野区	
	 以上の 9 区の大きな特徴は中国人の人口増加はあったが、他の区より緩やかで	
ある。比較的地価が高い東京都区部の西部において、在留中国人の比率が低いこ	 	 	 	 	
とが明瞭である。	
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また、東京区部の中国人人口と日本人人口を比べる。	
まず共通点としては、中央区と千代田区の増加率が両方とも顕著である。日本人
の平均増加率を超える 10 区部のうち、7 区部（中央区、千代田区、港区、台東区、荒川
区、江東区、墨田区）が中国人の平均増加率を超える区部と同じである。また日本人増
加率のもっとも低い区部は中野区であり、中国人の増加率の最下位と同じである。	
また相違点について、中国人の増加率が激しい葛飾区、足立区、江戸川区におい
て、日本人の増加が少なく、日本人の増加率が高い文京区、品川区は中国人の増加が少
ない。	
東京区部の日本人の人口増加は都心 3 区を除き、安定的な増加動向を示し、その
中で江東区の増加率が著しいである。それに対して、東京区部の中国人の人口増加にば
らつきがみられる。	
さらに、図 2-2-4 からみると、渋谷区、目黒区、中野区、杉並区の 4 区において
は、在日中国人の増加率と日本人の増加率はほぼ同じ水準を保っている。また、東京 23
区東部においては在日中国人の流入が比較的に多く、東京 23 区西部への流入は少ない。	
	
図 2-2-4 2001 年〜2015年東京区部の中国人増加率と日本人増加率の関係 
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2-3  中国大都市における「80 後」の居住状況 
①中国大都市住宅価格と年収の関係	
本節では、中国指数研究院8が 2016 年 11 月に発表した統計データを用いて分析する。
表 2-3-1 は中国の都市別住宅の平均価格（平米/元）であり、深圳市の平均の平米価格は
全国 1 位（約 89.79 万円）であり、2 位は上海市（約 67.36 万円）、3 位は北京市（約
67.36 万円）である。ただし、他の大都市の広州市（約 31.95 万円）や杭州市（約 32.76
万円）の平均価格は上海市の約 1/2 であり、内陸都市の重慶市は北京市のおよそ 1/6 以
下であることから、旧一線都市の住宅価格の高騰はかなり深刻であり、中国の不動産価
格は地域によって大きなばらつきがあると考える。	
	 	 また、日本の国土交通省の土地・建設産業局9が発表した日本都市部及び東京都 23
区の住宅価格と比較したところ、まず全国から見れば、北京市、上海市、深圳市を除
き、杭州市と広州市は大阪市、横浜市を上回り、中国百都市の住宅価格は横浜市とほぼ
同じ水準である。さらに東京 23 区と比べ、北京市、上海市、深圳市の 3 都市は東京 23
区の平均価格 52.41 万円を超え、千代田区、中央区、港区、渋谷区との差はまだあるだ
が、新宿区、目黒区、文京区、品川区を超えたことがわかった。	
 
 
  
                                                   
8 中国房地産協会と国務院発展研究センター（政府機関）などによって 1994 年に設立されたシンクタンク 
9 国土交通省 土地・建設産業局 地価調査課 平成 28 年住宅地「平均」価格 
http://tochi.mlit.go.jp/chika/kouji/2016/pdf/49.pdf 
表 2-3-１ 2016 年中国・日本都市別住宅の平均価格（平米/㎡） 
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表 2-3−2 は中国智联招聘が発表した 2015 年中国大都市のホワイトカラーの平均年収
の結果である。最も高い都市は北京市（約 14.51 万円）、次は上海市（約 14.03 万
円）、深圳市（約 12.43 万円）の順である。また、住宅価格をホワイトカラーの平均年
収で比較した場合、北京で 100 ㎡のマンションを購入するには、年収の 46 年分（4129
万円	÷	年収 14.51 万円）と非現実的な数値となる。つまり、日本で働く中国の旧一線
都市の出身者にとっては、住宅を購入する場合において、出身都市で住宅を購入するこ
とと日本で住宅を購入すると比べ、出身都市で住宅を購入することは金額的には大きな
優勢は存在しないと思われる。	
	
 
	
②「80 後」の居住状況 
	全国の持ち家比率に関する公式データは中国統計局によって収集しないため、既往
研究に用いた調査結果を参照し中国大都市の「80 後」の居住状況をまとめる。	
	まず、朱（2012 年）は 2010 年に 985 プロジェクト10大学卒の「80 後」（4655 人）を
対象者に調査をした結果、一人っ子の人数は 41%、既婚者は 25%、北京、上海、広州に	
                                                   
10	 985 プロジェクトは、世界の一流大学と世界的な知名度をもった高いレベルの研究型の大学を目指すために始まったプロ
ジェクト。計 39 校の内、北京大学、清華大学、浙江大学、復旦大学、南京大学、上海交通大学、西安交通大学、中国科技大
学、ハルビン工業大学は代表的である。 
表 2-3-2 2015 年中国ホワイトカラーの平均年収・都市別住宅の平均価格（平米/㎡） 
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居住する人は 29%、平収月収は 4395 元（約 5 万 5 千円11）。また、調査対象の持ち家比
率は 21%、未婚者の持ち家比率は 9%、既婚者の持ち家比率は 59%であった。また、約 68%
の「80 後」の両親は住宅を購入する際に経済的な支援を与えると回答し、さらに一人っ
子の家族にいてはこの傾向が強まる。	
	 	 また、欧陽（2011 年）の調査では、「80 後」の住宅購入の行為と働く年数に関係が
あり、社会人 3 年以下の人の持ち家比率は 15%、3 年〜5 年は 26.2%、6 年〜10 年は 45．
9%、10 年以上は 61.1%であった。また、結婚を理由に住宅購入者は 50.3%、未婚者の持
ち家比率は 14%、既婚者の賃貸率は 16．4%であった結果が分かった。	
	 比达咨询の「58 同城 2016 上半年租房市场报告」12によると、2016 年上半期の中国
の賃貸住宅市場では、旧、新一線都市の賃貸者の 36%は「80 後」、59%は「90 後」であ
り、旧、新一線都市以外の都市において賃貸者の 29%は「80 後」、64%は「90 後」であ
る。また、2016 年 6 月時点では上海市の平均家賃は 5133.91 元（約 8 万 3 千円）、北京
市は 4743.98 元（約 7 万 7 千円）、深圳市は 4086.32 元（約 6 万 6 千円）、広州市は
2793.26.元（約 4 万 5 千円）である。	
以上の既往研究の調査結果を踏まえて、以下のようにまとめる。	
l 中国の不動産価格は地域によって大きなばらつきがあり、特に北京市、上海市、深
圳市の住宅価格の高騰が最も深刻であり、同年度の平均単価（平米/m2）から見れ
ば、この 3 都市は東京都新宿区、目黒区、品川区の住宅の平均単価（平米/m2）よ
り上回った。	
l 2010 年時点の調査では、「80 後」の既婚者の持ち家比率は約 5 割であり、賃貸の比
率は約 2 割である。また、働く年数が長くなるほど、持ち家比率が高くなり、6 年
〜10 年働いた「80 後」の持ち家比率は 5 割近く登った。	
	
                                                   
11	 100 元＝1258 日本円として計算 2010 年 12 月 15 日の為替に準じて 
12 2016 年 9 月 6 日《58 同城 2016 上半年租房市场报告》http://www.cnit-research.com/content/201609/9238.html 
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l 中国の賃貸住宅に居住する「80 後」の比率を 2016 年上半期の調査結果から見る
と、旧、新一線都市に居住する「80 後」の賃貸の割合が他の都市よりやや高いだ
が、全体の賃貸者数の 4 割以下であることが分かった。言い換えれば、持ち家の比
率は 5 割以上だと考えられる。	
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第 3 章 戦後の在日中国人の居住の変化	
 3−1 人口数の変化 
   	 まず、第二次世界大戦終了後、「東京都統計年鑑」昭和 30 年版の外国人人口
により、1955 年東京区部において、在日中国人の人口数は 12242 人であり、外国人総数
72575 人のうち、朝鮮・韓国籍（51024 人）につぎ第 2 の外国人グループであった。しか
し、1955 年から 2002 年まで、在日中国人の人口数はおよそ 7.3 倍に増加し、89109 人と
なり、初めて東京都区部の朝鮮・韓国人の人口数を超え、2007 年以降は人口数 1 位の外
国人グループを維持している。	
図 4−1-1 の人口の推移を見ると、1983 年から在日中国人の増加の傾向が開始する。
その理由について、以下のようにまとめる。	
① 1980 年代に入り、日本経済が安定成長期からバブル期転換し、国内労働力の不足が	
深刻になった。また、海外進出した日本企業が現地法人から現地社員を招聘し、技術
や知識を習得した現地社員が帰国後でも、日本で習得した技術を母国（開発途上国）
で発揮させたことから、国際貢献と国際協力の一環として 1981 年に外国人研修制度
の在留資格が創設された。	
② 1983 年に、当時の中曽根首相により「留学生 10 万人を受け入れる計画」が始められ
た。さらに、日本の出入国管理政策の変化と中国の留学生政策（特に私費留学生の出
国に関する）もしくは出国政策の変化という二つの条件の相乗効果によって、中国か
ら来日する留学生・就学生の増加に導いた。	
③ 1989 年に入国管理法の改正により、就労ビザの種類は当時の 7 種から 14 種類に増
加し、特に専門分野を勉強した外国人留学生に日本での就職チャンスを積極的に提
供したゆえ、大学もしくは大学院の卒業後、就職ビザに転換し帰国せずに日本に就
職する中国人留学生は年々増えている。	
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					しかし、1989 年頃から 1990 年までの在日中国人の増加が一時的に停止した。理由
は二つである。一つ目は 1989 年に中国の北京市で発生した天安門事件による出国制限の
影響のため、来日する予定の中国人が急遽行けなくなった。二つ目は、法務省が 1988 年
にビザ発給の審査基準を厳しく強化したため、審査期間が以前よりかなり延ばされたか
らである。	
					その後、1990 年から 1993 年にかけ再び増加に回帰したものの、1993 年から 1995
年までの増加が極めて緩やかでそして停滞していた。この理由に関して、バブル崩壊の
影響で一時日本に新たに流入する中国人が減少したと思われる。	
	 	 	 90 年代後半から、特に 1995 年から在日中国人の人口数が増加に転じ、以降安定
的な増加の傾向が見られる。	
 
図 3-1-1 1954 年〜2006年東京都総外国人人口（山下晴海,2007，『第二次世界大戦争後における東京在留中
国人の人口変化』により） 
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図 3-1-2 昭和 31年〜平成 12 年「東京都年鑑」の外国人人口数により作成 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
              第 3 章 戦後の在日中国人の居住の変化 
	 -	34	-	
  
 3−2   居住地の変化 
	 	 	 ここでは、「80 後」と違う世代の「60 後」もしくは「70 後」の来日中国人の東
京における居住地の変化ついて論じるため、⑴1980 年以前の来日中国人	 ⑵1980 年〜
1990 年の来日中国人⑶1990 年〜2000 年の来日中国人、以上の三つの時期について、彼
らの東京における居住地について分析する。	
	 	 ⑴1980 年以前の来日中国人の居住地について	
	 	 	 まず、1980年以前の来日中国人の半分以上の出身地は台湾であり、「改革開放」
政策の実施以前に渡航した多くは、第二次世界大戦前に台湾、中国大陸から来日した人
であり、老華僑と呼ばれる。終戦後、東京に在留する中国人について、「とりわけ台湾
人は,それらの資金を,銀座,新橋,新宿,池袋などの繁華街・歓楽街で,飲食業,映画館やパ
チンコ店経営などの娯楽業などに進出する者が目立った。」（山下、2007.p104）これに
よって、1980年以前の来日中国人は当時から新宿、池袋、新橋を中心に居住することが
わかった。また、「東京都統計年鑑」の外国人人口データをもとに、在日中国人の区部
における人口変化を図3-1-2に表した。終戦後から1980年まで、在日中国人が新宿区、大
田区、豊島区の3区に集中し、新宿区の在日中国人はその期間中に引き続き1位を保って
いた。また大田区の在日中国人の人口数は60年代まで2位だったが、70年代に入ったとこ
ろ、3位だった豊島区に抜かれ、以降1980年まではずっと3位のままであった。	
	 ⑵1980年〜1990年の来日中国人の居住地について	
	 	1980年〜1990年は、3-1-1「人口数の変化」で提示した外国人の研修ビザ制度の開
始、就労ビザの改正及び中国の「改革開放」政策の実施のため、来日中国人の数は80年
代から大幅に増加し、特に豊島区と新宿区の増加が著しかった。それは、研修生、留学
生・就学生が大量来日した結果とみられる。さらに、当時日本語学校や専門学校の多く
は東京区部に集中しており、特に池袋、新宿周辺に立地し、かつアルバイトの機会の多	
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い中華料理店も池袋に集中したため、中国人留学生・就学生が多数居住するようになっ
た。1954年から1986年まで、在日中国人人口が最も多かった新宿区が1987年に2位だった
豊島区に抜かれ、2000年以降にようやく1位に回帰した。1988年の「在留外国人統計」の
在留資格別の中国人をみると、日本語や専門技術の習得を目的とする中国人留学生・就
学生は東京都すべての在日中国人の50％以上を占めていた。新宿、池袋周辺で中国人留
学生・就学生のアルバイトチャンスが多く提供されたため、居住人口が増えた。	
	 	 田嶋（1991）は1988年〜1989年にかけ、池袋に居住する中国人を対象に調査をし、
上海、福建省の出身の在日中国人は、当時池袋に居住する中国人の6割から7割を占め、
また調査の時点で、池袋に転入した期間は約2年であることを明らかにしていた。池袋を
居住地とした理由は「家賃が比較的に安い木造賃貸アパートが豊富である」、「日本語
学校に通うアクセスが便利」、「友人や親戚の紹介があった」が挙げられていた。	 	
	⑶1990年〜2000年の来日中国人の居住地について	
1990 年から 1994 年まで年東京区部の在日中国人数は一定の増加率を維持していた
が、1995 年から 2000 年までの在日中国人の人口は横ばいとなった。特に豊島区の在日
中国人の人口の減少は顕著である。それに対して、板橋区、足立区、江戸川区、江東区
の在日中国人の人口の増加がこの 5 年間に加速していた。また図 3-2-1 からみると、
1995 年から 2000 年までの東京区部の在日中国人は大幅な人口減少が見当たらず、ただ
増加が停滞の傾向となった。この現象について、「華人ニューカマーズの多くは大都市
の中心部に居住する傾向があったが、1990 年代後半になると、都心部から近郊への分散
が見られようになった」(江,山下,2005,pp38)	
	 	 これは、80 年代後半に留学や研修など目的で来日した中国人が一定期間の居住を経
て、都心部（新宿区や豊島区）から区部の東部（江戸川区、江東区）もしくは北部（板	
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橋区、足立区）へ流出したからである。つまり、この時期から在日中国人の東京におけ
る郊外化が始まった。	
その典型的な例は埼玉県川口市の芝園団地である。川口市の統計によると、外国人
登録者数の増加は 1995 年から始まった。1995 年までの在日中国人は三千人未満である
が、2004 年には 6000 人を超える。特に芝園町の外国人の登録者数は 2005 年の時点にお
いて、芝園町の総人口の 22％を超えた。「そのほとんどは、川口芝園団地に居住する華
人である。筆者の調査によれば、華人のすべてはニューカマーズであり、いわゆる『老
華僑』の居住者は確認できなかった」(江,山下,2005,pp42)。	
	 	 	 また、図 4-1-4 の都心 3 区の在日中国人の人口数変化をみると、中央区と港区の
在留中国人の増加は緩やかであったものの、やはり右上りの動向を見せた。これは比較
的富裕層が都心のマンションに居住するようになったからである。	
 
図 3−2-1 1979 年〜1999年の東京区部の在日中国人の人口変化 
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3−3 郊外化する在日中国人		
 1990 年代半ばから在日中国人が東京区部から郊外へと居住地を変更する傾向に
ついて、埼玉県川口市芝園団地、神奈川県大和市の県営いちょう団地などの事例が挙げ
られる。ここでは、川口市芝園団地について論じる。	
1978 年に入居が始まる芝園団地は、東京都区部の住宅不足を解決するために建設
した公共住宅団地であった。しかし、90 年代に入りバブルの崩壊により東京都区部の地
価が大幅に下り、かつ団地内の住宅の老朽化が深刻になり、元の住民が都心に流出した
ため、団地内の空室が増えていた。	
1980 年代に入り、日本に在留する外国人の住宅需要に対して、公団賃貸住宅が外
国人を受け入れ政策を案出した。しかし、図 3-3-1 を見ると、中国人の 80 年代における
川口市への流入は少なく、その理由は、入居資格や在留資格の問題などがあり、留学ブ
ームで来日した華人ニューカマーズにとっては、公団賃貸住宅へ入居することは容易で
はなかったためである。（江,山下,2005,pp41）90 年代に入り、川口市の在日中国人の
人口数がようやく右上りとなった。	
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図 3−3-1 川口市中国人の人口の推移  
「川口市統計書」人口・外国人人口により作成 
http://www.city.kawaguchi.lg.jp/kbn/04013058/04013058.html#t02 
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	 	 	 埼玉県川口市は荒川を隔てて東京都と接しており、東京駅からの距離が約 15km で
あり、JR 京浜東北線、武蔵野線、埼玉高速鉄道などの交通機関を介して、東京都心から
のアクセスも便利なため、ベッドタウンとして有名である。また、川口市の「人口統
計」で 2015 年 12 月末時点川口市の居住人口は約 58 万であり、また外国人の人口数は
25263 人である。うち、中国人の人口数は 15238 人で、埼玉県内の在日中国人の自治体
の 1 位でもある。 
  	2015 年まで、川口市内の住宅団地が合計 27 個あり、その中で特に中国人の居住集
中地となるのは芝園団地である。ここで、なぜ在日中国人が芝園団地に集住したのかつ
いて、理由を以下のようにまとめた。 
⒈	 90 年代から、私費留学生が大量に来日し、さらに日本に安定した職業に就いて
いた中国人の増加により、彼らの住宅ニーズが高まった。一方、民間賃貸住宅を借りる
場合、保証人を探さなければならず、また外国人に入居させることを拒む家主も少なく
ない。その背景の中、公共賃貸住宅は、「保証人不要、礼金・手数料不要」という魅力
は在日中国人とって、入居ハードルはかなり民間賃貸住宅より下げられたとみられる。	
	 	
	 ⒉	 芝園団地の部屋タイプからみると、人気だった 1DK の入居は抽選となったが、2DK
と 3DK の空き部屋が当時多く空室したため、抽選なしで入居できる（江,山
下,2005,pp47）という有利条件が備えられたため、家族のいる在日中中国人の入居また
は複数留学生の入居（シェアハウス）が容易になった。	
	 	
	 ⒊	 公共施設について、芝園団地内に保育所、幼稚園、小学校、中学校等の教育施設
が充実しており、子持ちの在日中国人にとっては非常に便利な住宅地でもある。	
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	 以上の理由を踏まえて、芝園団地に入居した中国人は 90 年代に来日した留学生または
日本に就職している中国人であり、しかし民間賃貸住宅を借りる際に、保証人が要求さ
れ、また初期費用及び家賃の高さに困った。そのような住宅選択の余裕のあまりない状
況公共賃貸住宅の低いハードルに惹かれ、かつ川口市の都心へのアクセスの良さが魅力
となり、芝園団地での集住化が始まったといえよう。	
	
	
	
図 3−3−3 芝園団地配置図 （UR都市機構により） 
図 3−3-2 川口芝園団地の位置 
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3-4 小括 
80 年代、90 年代の来日した「60 後」、「70 後」はちょうど年齢が 20 代〜30 代に
相応し、彼らの来日の目的は主に留学、就学、研修と技能の習得であるため、日本の大
都市を訪れ、特に東京都内の流入人口の増加が顕著であった。しかし、当時の民間賃貸
住宅が外国人に対して極めて厳しい住宅条件を要求し、在日中国人は住宅探しに精一杯
だった。ところが、郊外の公共賃貸住宅の老朽化及び居住者流出の問題により空室が大
量に発生し、また公共賃貸住宅の入居条件が民間賃貸住宅より緩く、かつ川口市の都心
へのアクセスの良さが魅力となり、90 年代から在日中国人の芝園団地での集住化が始ま
った。特に 2000 年に入った後、さらに集住スピードが加速している。また、江,山下
（2005）によれば、来日した就学生の人数のもっとも多かった 1988 年には、東京都に在
留する中国人は、全体の 75％あまりを占めたが、その後、1 都 3 県に占める東京都在留
中国人の割合が低下し、都心から離れ周辺へ分散し、在留中国人の近郊の諸県への分散
化傾向がわかった。	
	 	 また江,山下（2005）の調査では、「60 後」と「70 後」の「川口芝園団地の入居理
由」について回答は「住宅環境が良いから」（全体 57.4％）、「同胞が多いから」
（21.2％）、「同胞の弟子が多いから」（17.0％）であったことから、当時公共賃貸住
宅を居住していた在日中国人が住宅環境と中国人のネッタワークの有無に影響されると
思われる。
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第 4 章 東京圏における「80 後」の居住の実態 
 4−1 ヒアリング調査の概要  
  4−1−1 ヒアリング調査の対象 
日本に居住する「80 後」はどういう移動を経験し、居住に対するどういう考え方があ
るかについて実態を把握するために、東京都内に居住する「80 後」を対象としたヒアリ
ング調査を行った。対象は東京入国管理局（品川）に来訪した「80 後」29 名である。入
国管理局は外国人が日本に在留する間必要な各種の諸手続を行う場所である。外国人が
法務省の在留外国人統計の 2015 年 12 月末の公表データによると、東京都に登録してい
る 25 歳〜35 歳の「80 後」の男女比率は以下の図 4−1−1 の通りであり、女性の人数が男
性の人数より約 1.26 倍多いため、ヒアリング調査で対象者を性別に意識を持って選択
し、男性 14 人女性 15 人を対象とした。ただし、29 人の回答者はすべて在留期間の延
長、ビザ更新、在留資格の変更などの理由で入国管理局を訪れた人であり、東京圏に居
住する在日「80 後」を代表することが難しいため、ヒアリング調査の結果は本研究に限
る。	
	 		
	 図 4−1−1 2015 年 12 月東京都に在留する「80 後」の人口	
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4−1−2 ヒアリング調査の方法 
ヒアリング調査は 2016 年 7 月 15 日から 10 月 20 日までの 98 日間、東京入国管理
局（品川）にて対象者となる「80 後」を探し、ヒアリング調査の許可を得てから、質問
項目の記載のある質問票を記入していただき、その後、回答していた内容に基づき、さ
らなる質問を発した。。	
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4−1−3 ヒアリング調査の質問項目 
質問項目は表 3-1-3 の通りである。まず調査対象の個人状況を聞き、日本での居
住歴を聞いた上で、現在の居住形式、間取り、家賃、最寄駅、現住所の居住年数、及び
過去の居住経験、過去の居住地、過去の居住形式等を聞き、自由記述の形式で日本での
居住についての考え方、将来の住宅購入地の選択基準などを聞いた。	
	
表 4−1−3 ヒアリング調査の質問項目 
質問項目	
a.年齢	
b.中国の出身地	
c.職業	
d.年収	
e.来日年数	
f.現居住の年数	
g.現居住地の所有形式	
h.日本での引っ越し回数	
i.毎回の引っ越しの理由	
j.毎回の引っ越しにあたり、間取りはどう変化する	
k.毎回の引っ越しにあたり、面積はどう変化する	
l.現在の家賃（またはローンの 1カ月の返済額）	
m.現在の同居人について	
n.長期の生活拠点について	
o.長期居住の場合、居住に対する考え方について	
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			4−2 ヒアリング調査の回答内容について	
まず、今回のヒアリング調査では有効回答者数が計 29 人であり、その中で男性
は 14 人、女性は 15 人である。全員が 1980 年〜1989 年の間に中国で生まれた人であ
る。	
まず、調査対象の個人状況をまとめる。	
1. 出身地について、5 人は上海市の出身であり一番高い割合を占めており、2 人は
北京市の出身で、2 人は遼寧省大連市の出身であり、残りの 20 人はそれぞれ中
国 14 省の出身である。	
2. 現在の身分について、社会人が 26 人であり、専業主婦が 2 人であり、学生が 1
人のみである。細かく分類すると、社会人 3 年目以下の 16 人であり、4 年目か
ら 6 年目は 7 人、7 年目以上の人は 3 人である。	
3. 年収について 400 万円以下の人は 14 人、401 万円〜600 万円の人は 9 人、601 万
円以上の人は 4 人、収入がない人は 2 人である。	
4. 来日年数について、5 年以下の人は 5 人、6 年〜10 年の人は 21 人、11 年以上の
人は 3 人である。	 	
	 	 次に、調査時点の居住状況をまとめる。	
5. 居住形式について、マンジョンと回答した人は 15 人（およそ半分）、アパート
と回答した人は 8 人、一戸建てと回答した人は 6 人である。	
6. 所有形式について、持ち家は 13 人であり、賃貸は持ち家よりやや多く 16 人で
ある。	
7. 日本での引越し回数について、2 回（2 回を含む）以下の人は 7 人、3 回の人は
14 人（5 割近く）、4 回の人は 5 人、5 回（5 回を含む）以上の人は 3 人である。	
8. 同居人について、一人暮らしの人は 6 人、友達またはパートナーと居住する人
は 8 人、配偶者と居住する人は 10 人、配偶者と子供と居住する人は 5 人であ	
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る。	
	 		最後、将来の居住に対する考え方をまとめる。	
9. 将来の居住地の選定について、15 人の調査対象者は日本を将来の居住地と回答
し、7 人はまだ予定が立ておらず、残りの 7 人は中国に帰ると回答した。7 人の
帰国理由について、「親孝行のため」が一番多く挙げられ、15 人の日本に定住す
る理由は主に「子供を育てるため」、「現在の生活に満足しているため」である。	
10. 居住を選ぶ際に重視するポイントと好きな住宅地について、「交通アクセスの利
便性」、「最寄駅までの距離」を重視する人は 11 人であり、物件自体の状況（間
取り、回数、向き等）を重視する人は 14 人、居住地周辺の教育施設の有無、医
療施設の有無、買い物の便利さなどを重視する人は 14 人、また家賃、初期費用
など金銭面を重視する人は 8 人、自然環境の豊かさ、町の土柄なども 2 人で提
起された。	
	 	 	
	 	 	 以上のヒアリング結果を用いて、幾つかの視点から考察していきたいと思う。	
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4−3 居住地の変更動機から見る変化動向 
 4-3-1 動機から見た居住地移動 
	 29 名の「80 後」の居住地の五つの変更動機別、すなわち「学校関係」、「仕事
関係」、「同居人の増減（結婚）」、「自分の家が欲しい」、「その他」の五つの動機
別の変化動向を分ける。	
1) 「学校関係」	
	 	 	 	 まず、「学校関係」を動機に居住地を変更した人は、今回のヒアリング調査で
計 29 人のうち 25 人であった。「学校関係」は日本語学校から大学または大学院に進学
することを指す。しかしながら、29 人のうち 2 人（A、B）の居住地の変化の回答を得
ず、また名古屋、京都からきた 2 人の「学校関係」による居住地の変化は東京圏内に属
さないため、有効回答数が 20 人となる。以上 20 人の「学校関係」による居住地の変更
を図 3−3−1-1 にまとめる。なお、居住地の最寄駅を移動始終点として表示してある。	
全体的にみると、東京都内から東京都外に移動するパターン、東京都内の広範囲の
移動パターンと東京都内の狭範囲の移動パターンの 3 つに分けられる。また、移動の直
線距離を表 3−3−1-1 にまとめたところ、20 人の平均移動距離は 20.0km であった。	
まず居住地の移動の直線距離が 20km 以上を上回る人はそれぞれ S、D、a、Y、F、
P、U、V、H の 9 人である。また、東京都内から東京都外に移動したのは S（埼玉県→東
京都→神奈川県）、D（東京都→茨城県）、F（東京都→神奈川県）、V（東京都→千葉
県）の 4 人である。おそらく進学する学校の立地か前居住地から離れたために移動が発
生したのであろうと思われ、さらにこの 4 人は来日後シェアハウスを経験したことがあ
ることも間取りの変化により明らかになった。また、東京都内を広範囲に移動したのは
a（足立区→八王子市）、Y（八王子市→板橋区）、P（杉並区→八王子市）、U（立川市
→新宿区）、H（杉並区→江戸川区）の 5 人である。さらに、この 5 人のうち、	
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Y と U だけは東京都市部から区部内に移動したことが分かった。したがって、以上の 9
人は進学した学校の立地が前居住地と離れた結果、居住地を変更したと考えられる。ま
た、8 人のうち 5 人は学校の寮もしくは友達とのシェアハウスから一人暮らしに変化
し、3 人は寮もしくはシェアハウスを継続し、1 人（H）は一人暮らしが続けたと答え
た。	
続いて、居住地の移動の直線距離が 10km〜20km の 5 人の回答者の移動路線を整理
してみた。それは T（豊島区→大田区）、J（板橋区→文京区→北区）、W（千葉県市川
市→江東区）、Z（埼玉県川口市→板橋区→豊島区）と Q（葛飾区→北区）であり、東京
都市部または東京都外から東京都区部内に移動したのは C、W、Z の 3 人であり、しかも
移動方向は都心へと動き、T、J、Q は前居住地より都心と反対方向へ動いたことが分か
った。	
	 	 また、居住地の移動の直線距離が 10km 以下と回答した人は 6 人であり、そのうち R
（北区→豊島区）と L（新宿区→中野区）は隣接する区部に移動し、残りの c（渋谷
区）、N（新宿区）、K（新宿区）と X（新宿区）は同じ区部内に移動したことが読み取
れた。ここで、区部内に移動した人の間取りの変化に着目すると、4 人のうち 3 人が一
人暮らし向けの物件に移動したことがわかり、つまり進学した学校の立地は今回の居住
地の変更の主因ではないことが推測でき、おそらく進学後の同居人の増減が発生し、も
しくは一人の独立空間が欲しいといった理由で居住地を変更したのであろう。	
	 	 間取りの変化からみると、寮生活と友達のシェアハウスから居住を始める人は 15 人
であり、その後の進学により 10 人は多人数用の部屋から一人暮らし用の部屋に変わり、
5 人は引き続き多人数用の部屋に移動した。また、最初から一人暮らし用の部屋に住ん
でいた 5 人は進学により多人数用の部屋に移動したケースがなく、5 人とも一人暮らし
用の部屋に変化したことがわかった。	
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表
4-3-1-1「
学
校
関
係
」
 
図
4-3-1-1
学
校
関
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移
動
路
線
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2) 「仕事関係」	
	 	 	 	 続いて、「仕事関係」による居住地の移動について分析する。なお、「就
職」、「転職」または「転勤」は全部「仕事関係」と認める。	
	 まず、「仕事関係」を居住地の移動の動機と回答した人は 20 人であり、そのうち
有効回答数が 18 人で、東京圏以外からの移動者を除き、平均移動距離は 24.9	km であ
る。ここもまず距離から分類する。今回のヒアリング調査で、東京圏以外から東京圏内
に居住した人が I、O で、二人とも名古屋で進学就職を経て、転職を機に東京都に移動し
たため、移動距離はかなり長いが、まだ転職してから 2 年に満たないため、東京圏内の
移動はまだ発生していない。S は 3 回の転職を経験し、全移動距離は他の調査者より長
く、おおよそ 150.3km の距離であり、大学の所在地にある神奈川県から茨城県に移動
し、その後江東区に居住した。	
	 30km〜50km の移動は a、D、F、U の 4 人である。そのうち、a、D と F は職場の立地
が東京都区部内にあるため、それぞれ卒業校の所在地の八王子市、つくば市、横浜市か
らふたたび東京都区部内に戻ったが、U は新宿区内から町田市に移動した。その理由
は、就職をきっかけに引越しを決意し、また乗り換え無しで通勤できる希望なので、小
田急線沿線で家賃の安い物件を探した結果、町田駅に移動したと答えた。	
	 また、居住地の移動距離が 10km〜30km の移動は 3 人の H、V と W であり、H と W は
東京都区部内の移動だったが、V は先ほどの a さんらと同じく、職場移動のため千葉県
千葉市から東京都区部内に移動した。	
	 最後に、「仕事関係」で 10km 以内の移動は計 8 人であり、半分近くの調査対象が
「仕事関係」による移動距離が 10km 以内である。8 人のうち東京都の外部移動した人は
なく、同じ区内に移動したのは Y（板橋区）、K（北区）、Z（豊島区）、X（新宿区）の
4 人、K（JR 山手線）と M（京王線）は利用する鉄道会社を変えずに同じ沿線内に移動し
たことが分かった。	
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	間取りの変化からみると、9 人は一人暮らし用の部屋から再び一人暮らし用の部屋に
変化し、7 人は前居住の物件より部屋数を増やし、2 人のみ大きな部屋数を減らしたこと
がわかった。	
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3) 「同居人の増減（結婚）」	
	 	 	 	 有効回答者の数は 12 人であり、先ほどの「進学関係」のための回答者数 25 人
と「仕事関係」のための 18 人に続き、3 番目に多い移動動機となる。12 人の平均移動距
離は 5.43km である。東京圏外への移動と外部から東京圏内への移動も見当たらず、V さ
ん（千葉県内）以外の全員が東京都内での移動である。	
	 	 	 移動距離から見ると、10km を上回る調査者（C）が一人しかいなく、また 5km を
超える人はそれぞれ U、b、D、V、L と Z の 6 人であり、残りの c、Q、P、J と N の 5 人は
5km 以内の移動だった。	
	 	 さらに、結婚のために居住地を変えた人は C、b（学芸大学駅〜駒沢大学駅の直線距
離は 2.2km）、L、J、N の 5 人であり、また C 以外の 4 人の平均移動距離は 2.4km と計算
され、近距離での移動だった。間取りの変化からみると、結婚による居住地の変化の 5
人は間取りが変化したことがわかり、広くなったのは C（2DK→2LDK）、L(1LDK→
3LDK)、J(2LDK→4LDK)、N(1LDK→3LDK)であるが、唯一間取りが狭くなったのは b（5LDK
→4LDK）で、その理由について、「当時、自宅が新築で未完成な状態のため、結婚式の
約半年前に婚約者（日本人）の実家にお邪魔させていただいたので、現在の自宅より旦
那さんの実家のほうは少し部屋が多かった」と述べた。つまり、多数の調査者は結婚を
動機に間取りを変化させ、前居住地より多い部屋数のある物件に移動する傾向があると
言えるのであろう。その理由について、N は「将来子供が生まれてくるだろうから、子
供部屋がやっぱり欲しい。あとは両親が中国に生活しているとはいえ、日本にしょっち
ゅう会いに来てくれる。また将来子供が生まれたら、両親が中国から日本に子供の面倒
を見に来てくれるので、親のために部屋数を増やすことが当然だと思う」という答えだ
った。	
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4) 「自分の家が欲しい」	
	 	 	 	 合計 7 人であり、そのうち有効回答数が 6 人である。また、6 人の平均移動距離は
6.28km であり、今回の調査で「同居人の増減（結婚）」による移動の平均距離より「自分
の家が欲しい」のほうは数値が大きかった。	
最初に、T、R、Z、W、M の 5 人の動きを分析する。同じ区部または市部に移動し
たのは Z（豊島区）と M（調布市）であり、移動距離も 6 人のうち最短の 2km 以下となっ
ている。続いて、残りの 3 人はそれぞれ T（渋谷区→新宿区）、R（中野区→練馬区）、
W（豊島区→板橋区）であり、共通点としては 3 人とも前居住地の区から隣接する区に移
動した。また、R、W と M の移動方向に着目したところ、前居住地よりやや都心を離れた
傾向が見られた。その理由について、3 人とも「ちょっと都心から離れただけで、住宅
の値段に結構な差がある」という金銭面を重視する考え方が多かった。それ以外、同じ
鉄道線路の沿線内に移動したのは T（都営新宿線）と M（京王線）である。	
また、6 人のうち最長の移動距離 21.1km の Y について、その理由を伺ったとこ
ろ、「勤務先が大手町にあるため、乗り換えなしで通勤にいけるように、当時住んでい
た高島平を含め、都営三田線の沿線駅で探したが、気にいる物件がなかなか現れなかっ
た。その時、ちょうど友達の紹介で南砂町に物件を内見する機会があって、各面で自分
の希望に満たし、かつ 2020 年オリンピックの影響で、交通アクセスはもっと便利になる
だろうし、物件自身の価値も大幅に下がらないだろうし、転売する時も売りやすいのか
な」という考え方であった。	
間取りの変化からみると、7 人全部 2LDK 以上の部屋に変化し、6 人は前居住の物
件より間取りが大きくなったことがわかった。	
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5) 「その他」	
			 今回のヒアリング調査で「その他」の理由で居住地を移動した人は C、E、X と G の
合計 4 人であり、該当者が最も移動理由としない動機でもある。	
	 	 C と E は同じ最寄駅での移動である。C の移動理由は、「最初は 1 階に住んでいた
が、日当たりが悪く、湿気も強いため、生まれらばかりの子供にも良くないと考え、同
じ団地内の 4 階に引っ越しした」と語り、一方で、E は「日本に来てからずっと高田馬
場に住んでいるので、特に受け入れないところとか、不便を感じるところもなく、引っ
越しするつもりはなかった。ただ同居人がもっと築浅の家に住みたいと言い出し、じゃ
近くに探そうという理由だった。私からみれば家自体がそんな大した変化はなかったけ
ど」と述べた。この二人とも間取りの変化はなかった。	
	 	 X と G の移動距離は 10km 前後であり、先ほどの同駅での移動だった二人と比べかな
りの距離を移動したと言える。X は自分の移動理由について、「落合に住んでいた時、
部屋の狭さの割に家賃が高かったため、ちょっと都心から離れ同じ程度の家賃で広い部
屋に住みたかったため、戸田に引っ越しをした。だけど、戸田から埼京線を使い通勤す
るんだけど、電車の混み合い状況がしんどくて、今は引っ越しを考えている」という。
また、G は、「海外転勤で初めて東京に暮らし始め、最初に住んでいたのは会社の社宅
だった。だけど、駅から少し遠いのでだんだん不便を感じ、半年ぐらいで会社の近くの
駅に引っ越しした。あと、日本の一人暮らし向けの部屋の狭さにびっくりした」と述べ
た。	 ここまで、「その他」の理由を整理してみると「部屋の日当たり、階数による不
満」、「家賃による不満」、「最寄駅までの距離による不満」、「特に不満はない」の
以上の 4 つだった。	
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4−3—2 小括 
	
ここでは、移動範囲を東京都心、東京 23 区東部、東京 23 区西部、東京市部、東京都外
を 5 区分に分け分析する。	
	
       東京都心         3 人 
    東京 23 区東部   1 人 
１区分内の移動                   東京 23 区西部   1 人 
                                東京市部         1 人 
	
 
                  東京 23 区西部  ⇔ 東京 23 区東部  5 人 
                   東京 23 区西部  ⇔ 東京都外      2 人 
                                     東京 23 区西部  ⇔ 東京市部     2 人 
   ２区分内の移動                  東京 23 区西部  ⇔ 東京都心       2 人 
                                     東京市部       ⇔ 東京都外     3 人 
                        東京市部      ⇔  東京 23 区東部    1 人 
          東京都心      ⇔ 東京都外        1 人 
 
  
                          東京 23 区西部   ⇔  東京 23 区東部   2 人 
         東京都外 
 
                            東京 23 区西部   ⇔  東京 23 区東部    1 人 
  ３区分内の移動               東京市部 
 
                       東京 23 区東部   ⇔  東京都心  1 人 
         東京都外 
 
                東京都心 ⇔  東京市部  1 人 
      東京都外 
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	 	 全体的にみると、1 区分内の移動をする人は 6 人であり、3 区分内の移動をする人は 5 人
であり、2 区分内の移動をもっとも多く 16 人である。また、1 区分内の移動を繰り返した人
のうち、3 人はすべて東京都心内の移動がわかった。2 区分内の移動をした人は西東京と東東
京の間に行き来が一番多く、東京市部と東京都外の移動が 3 番目に多かった。	
	 	
i. 所有形式が持ち家である「80 後」は 14 人であり、彼らの平均来日年数について、b
さんの来日年数は約 3 年であり、残りの 13 人は全員最短 5 年以上日本に滞在経験を
持ち、また、14 名の調査者の平均来日年数は約 8.1 年であることから、来日年数が
8 年を超える「80 後」は、すでに日本で住宅を購入した可能性がかなり高いと推測
する。	
ii. 表 4-3-2-1 回答者 29 人の居住移動回数と総移動距離の関係をまとめた表である。こ
こで、平均移動距離が長くなるにつれ、持ち家である対象者の割合が少なくなり、
毎回の平均移動距離が 10km 以下 16 人のうち 9 人が持ち家であることから、10km を
短長距離移動の分割基準とし、長距離移動する「80 後」より、比較的に短距離で移
動する「80 後」は住宅を持っている人数の割合が高くなる。	
iii. 図 4−3−1-1 をまとめた結果、「学校関係」による居住地の移動において、進学した学
校の立地が「80 後」の居住地の移動の主因になり、進学のために一人あたりの移動
距離が 20km である。さらに、移動距離が長くなるほど、その後の居住地が学校との
距離が近くなる。それを証明する典型的な調査対象は T（東京工業大学）、R（早稲田
大学）、a（中央大学）、U（早稲田大学）、F（横浜国立大学）などが挙げられる。また
進学した前の間取りに注目すると、シェアハウスもしくは寮に住んでいた調査対象	
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は 15 人（75%）だったが、進学後に一人暮らしに転換した人は 15 人に 10 人、比率
を言うと約 67%であり、つまり進学を機に過半数以上の「80 後」は独立に居住し始
める。逆に、進学する前に一人暮らしだった調査者は進学後にも一人暮しの状態を
維持していることが明らかになった。その理由について、H は「最初一人暮らしの不
安はあったけど、すぐ慣れちゃって、一人の方が全然楽だし、自分のプライベート
が守られるので、シェアハウスは無理かな」と述べた。	
iv. 図 4−3−1-2 の「仕事関係」による居住地の移動において、仕事のために一人あたり
の移動距離が 24．9km であり、今回まとめた移動動機のうち、平均の移動距離の最
遠距離となる。また、学校関係による東京都内を離れた調査対象は仕事のため再び
東京都内に移動する人は多く、特にⅲ.の T（東京工業大学）、R（早稲田大学）、a（中
央大学）、F（横浜国立大学）が象徴的である。	
v. 図 4-3-1-3 の「同居人の増減（結婚）」による居住地の変化において、平均の移動
距離は 5.43km であり、「学校関係」、「仕事関係」の平均の移動距離と比べ、一気に
短くになったことがわかった。この段階で、結婚相手もしくは恋愛相手の出現によ
り居住を変更する際に、部屋数が増減するなど間取りの変化は急に変化する傾向が
見られ、また同じ区部もしくは隣の区部に移動する例が今回の調査では多く見られ
た。	
vi. 図 4−3−1-4 の「自分の家が欲しい」による居住地の変化において、調査対象の平均
の移動距離は 6.28km で、「同居人の増減（結婚）」よりやや遠くなることになる。こ
こでは、住宅を購入した理由について「帰属感が欲しい」、「将来子供のため」、「引	
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っ越が面倒」などの理由が挙げられ、もっとも挙げられたのは「どうせ将来は買う
ので、早いうちに買っちゃう」「自分の親も泊まれる」である。従って、自分の家	
が欲しいという動機で居住移動をした「80 後」は将来の生活拠点に対して明確なプ
ランの持つ人が多く、また親とのつながりを大切にしていると考えられる。	
	図 4−3−1-5 の「その他」の理由による居住地の変化において、また調査対象の数
は比較的に少数であるが、平均の移動距離は 5.23km であり、5 つの動機のうち平
均の移動距離の最下位である。ここでは、特に顕著な相違点は見たらないだが、物
件自身による不満（例えば階数、間取りなど）による居住地の移動と物件外部の条
件による不満（駅との距離、家賃など）比べ、後者の平均の移動距離が長い。	
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	 4−4 収入と出身地による分析	
	
「80 後」が居住を変更する時に外部要素がどう影響するのかを明らかにするた
め、対象者の年収、出身地からタイプ分けして分析する。	
	 ⑴年収別	
まず、年収からタイプ分けする。平成 27 年国税庁長官官房企画課が発表した「民
間給与実態統計調査」によると、東京都内に就職している 25〜35 歳の男性の平均年収は
501.9 万円であり、25〜35 歳の女性の平均年収は 414.6 万円である。今回のヒアリング
調査者の 29 人の平均年収を計算したところ、505.4 万円という結果になり、男女別で見
ると女性の平均年収は 550 万円に対して、男性の平均年収が 478.6 万円である。ここ
で、平均年収と性別を分割線によって、4 つのタイプに分ける。A は年収が平均値を上回
る女性タイプ（6 人）、B は年収が平均値を上回る男性タイプ（8 人）、C は年収が平均
値を下回る女性タイプ（9 人）と D は年収が平均値を下回る男性タイプ（6 人）である。	
全体からみると、現在の居住形式は賃貸マンションの人が最多（37.9%）となり、
続いて 2 位は賃貸アパート（24.1%）、3 位は持ち家戸建（17.2%	）と持ち家マンション
（	17.2%）であり、もっとも少ないのは賃貸戸建（3.4%）であった。	
また、タイプ分けでみていきたいと考える。	
l A タイプの 6 人のうち持ち家マンションに居住する人が一番多く（4 人）約 7 割
を占めている。また持ち家の一人は未婚者である。	
l B タイプの 8 人のうち持ち家戸建、持ち家マンション、賃貸マンションに居住
する人数が 2 人であり、残りの 2 人は賃貸戸建と賃貸アパートに居住している。	
l C タイプの 9 人のうち 6 人は賃貸アパートに居住し、2 人は賃貸マンションに
居住し、1 人は持ち家戸建である。また既婚者は 2 人、一人暮らしは 3 人、同
居者と住む人は 4 人である。	
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l D タイプの 6 人のうち持ち家マンションと賃貸マンションの居住者はそれぞれ	
2 であり、持ち家戸建と賃貸アパートの居住者はどちらでも 1 人である。また
4 人が既婚者で、2 人は同居者と居住中である。	
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図 4-4-1 調査対象の住宅の所有状況及び居住形式の年収・性別別 
図 4-4-2 調査対象別の住宅の所有状況及び居住形式 
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以上の結果をふまえ、次のようにまとめる。	
	
u 今回のヒアリング調査で、男女別の平均年収が約 478.6 万円と 550 万円であり、平
均年収を上回る A、B タイプに注目していくと、持ち家（戸建、マンションを問わ
ず、以下も同様）の比率は平均年収を下回る C、D タイプに対し 9:4、賃貸の比率
は 5:11 である。つまり年収の金額によって高くなるほど、「80 後」は住宅を購入
する人が多くなり、賃貸を選択する人は少なくなると推測する。また、T（年収約
800 万円）は持ち家に対して、「年齢を考えるともう全然若くないし、地元の上海
にいる友達もほぼみんな不動産を持っているから、そろそろ自分の家が欲しくなっ
て、社会人になって 2 年目の頃に、職場の近くのマンションを買った。あとは、将
来もずっと日本で仕事したいので、収入をもっと増やす方法として投資物件も持っ
ている」と語った。ここで、「80 後」は日本に長期居住の願望がある場合、住宅を
購入することに抵抗がないと考えられる。	
	
u 次に、A、B タイプの居住の所有形式について、持ち家の人と賃貸の人に比べ約半
分多かったことから、年収が多くなるほど、日本で住宅を購入する傾向があるとい
えるであろう。また、Z（年収約 1000 万円）の話によると、「中国人ならではの考
え方かもしれないが、やはりずっと賃貸じゃ不安を感じる。現在は夫と池袋で会社
を経営しいているから、二人の生活拠点もそこから遠くならないだろうし、来年子
供も生まれてくるので、自分の家で子供を育ててあげたい。あと、結婚したら夫婦
共有の資産として不動産を買うというのも自分の従来の考え方だから」という。な
お、今回の調査では、結婚を動機に住宅を購入する人は多い。	
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u また、居住形式を年収別でみると、A、B タイプの該当者計 14 人のうち、戸建住宅
に居住する人は 4 人、マンションに居住する人は 9 人、アパートに居住する人は 1
人である。その理由について、Z さんは「もちろん戸建への憧れはあるんだけど、
マンションより色々手続きが複雑で、また税金もかなりかかりそうで、あとは転売
の時戸建は売りづらいと思うから、マンションにした」と述べた。また、戸建住宅
を購入した b の話によると、「確かにマンションはメンテナンス面などから見ると
楽そうだが、資産価値を考えたらやはり戸建の方が高いと思う。そもそも、北京市
内で戸建住宅を購入することはあり得ない」という。つまり、多数の「80 後」の
人は中国人に馴染みのあるマンションを選択しがちで、そのうえ今後の職場の変
化、帰国の可能性もあるので、そういう不定要素の影響で、転売しやすいマンショ
ンを購入する人が多くなるであろう。	
	
u 一方、C、D タイプの該当者計 15 人のうち、戸建住宅に居住する人は 2 人、マンシ
ョンに居住する人は 6 人、アパートに居住する人は 7 人、という結果が明らかにな
った。比較的にアパートに居住する人たちの共通点としては、7 人のうち学生が１
人、残りの 6 人とも社会人になって 4 年未満のため、おそらく家賃、初期費用など
金銭面が彼らの居住を選択する要因となるであろう。また、R（約 500 万円）は現
居住中の戸建住宅に対して、「どうせ結婚する時に住宅を買うので、親と相談した
結果、早いうちに住宅ローンを組んで一戸建てを購入した方が良いと思う。しかも
中国とは違い戸建なら土地の永久所有権がもらえるので、マンションより魅力的だ
と思う」と述べた。	 	
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⑵出身地別	
まず、2016 年「第一財経週刊」に発表された中国の都市ランクついて簡単に説明
する。旧一線都市とは全国的な政治活動や経済活動などの社会活動で重要な地位にあ
り、指導的役割を備え、波及力・牽引力をもった大都市を指し、一般的に北京市、上海
市、広州市、天津市、深圳市である。新一線都市は旧一線都市の経済能力に発展中の都
市を指し、具体的に成都、杭州、武漢、南京、重慶、西安、長沙、青島、瀋陽、大連、
厦門、蘇州、寧波、無錫、福州がある。二線都市とは自国の経済や社会に対して大きな
影響力をもつ大都市のことであり、具体的に哈尔濱、長春、長沙、鄭州、石家荘、佛
山、東莞、煙台、太原、済南である。三線都市とは比較的発達した中小都市、戦略的な
意義をもつ大中都市、経済規模が大きい小都市を指し、具体的には烏魯木齊、徐州、舟
山、福清、南通などが含まれる。	
 図 4-4-3 将来の可能な生活居住地の選択（出身地別） 
	
	 	 図 3-4-3 は、日本で留学を経験した中国「80 後」の出身地別からみる将来の生活居
住地の選択肢を表したものである。旧一線都市と一線都市の出身者に比べ、二線都市と	
三線都市の選択肢が多いと推測する。また、選択肢の数と居住の所有形式の関係を以下
の分析で検証する。	
旧一線都市
旧一線都市
日本
新一線都市
新一線都市
旧一線都市
日本
二線都市
旧一線都市
日本
二線都市
新一線都市
三線都市
旧一線都市
日本
三線都市
二線都市
新一線都市
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	 	 ここでは、以上の都市ランクをもとに調査対象者の出身地別をタイプ分けする。	
	 	 まず、旧一線都市の出身の 9 人の回答を分析した結果、6 人の居住形式はマンショ
ンで、2 人は戸建で、1 人はアパートである。所有形式については、7 人は持ち家であ
る。また現居住地について、3 人の調査対象は新宿区に住んでいるに対し、残りの人は
それぞれ世田谷区、杉並区、豊島区、江東区、北区に住んでいることがわかった。ここ
で、旧一線都市出身の「80 後」は賃貸より持ち家の方が人気だと考え、特に上海市出身
の 5 人はすべて持ち家である。また、将来の生活拠点について、上海市出身の 5 名「80
後」は日本と答えた一方、北京市出身と広州市出身の 3 人は「親孝行したい」という理
由で将来は帰国すると回答した。	
 	 	 新一線都市出身の 8 人（G、I、D、W、S、P、U、R）の回答を整理した結果、居住
形式について、マンションの人は 5 人であり、アパートは 2 人であり、戸建の人は１人
である。先ほどの旧一線都市出身の人と比較したところ、所有形式について、賃貸と答
えた人は 6 人であり、旧一線都市出身の人と比べ、逆の結果が得られた。また現居住地
についても、江東区以外に、品川区、板橋区、練馬区、江戸川区、八王子市、町田市と
いう回答が出た。	
	 	 二線都市出身の 5 人（c、C、Y、O、K）の回答については、やはり所有形式に関し
て、持ち家より賃貸の人が多数である。居住形式 5 人の中 2 人という結果であり、この
グループの人数は一番少ないため確定できないが、アパートに居住する比率は二線都市
出身の人から高まると推測する。	
	 	 三線都市出身は合計 7 人（M、V、X、A、Q、a、H）であり、持ち家の比率は 4 割
を超え、その割合は新一線都市出身と二線都市出身の人の結果より 2 割ぐらい高い結果
となった。しかし、居住形式についてはアパートの割合は 4 分類の中で。一番高いとい
うことも明らかになった。この理由について、調査では明かしていないだが、ただ三線	
都市出身の「80 後」は自分の年収、家庭状況など面でばらつきが激しいのではなかろう
かと思われる。	
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	 上記の結果を用い、以下のようにまとめる。	
１．所有形式	
	 	 	 	 旧一線都市の出身者のみ、持ち家の割合は賃貸よりはるかに高く、新一線、二
線都市の出身者は賃貸がやはり主流である一方、三線都市の出身者は持ち家の率が 4 割
まで占めた結果となった。また、旧一線都市の出身者は将来の生活拠点の数が少ないと
推測したことで、住宅を購入した比率が高いことから、旧一線都市の出身者は将来の生
活拠点の選択肢が少ないため、安定傾向がほかの出身地の人より早く現われると思われ
る。	
２．居住形式	
	 	 	 	 旧一線、新一線都市の出身者の居住形式に関して、マンションと回答したが人	
数が一番多く（両方とも 5 割を超えた）、また、二線、三線都市の出身者は戸建、マン
ション、アパートの割合が比較的に平均である。ただし、二線、三線都市の出身者のア
パートの居住割合は旧一線、新一線都市の出身者より高いことも判明した。	
３．現居住地	
	 	 	 	 新宿区、豊島区に住んでいる在日中国人の出身地はすべて旧一線であり、新一
線、二線都市の出身者はいなかった。旧一線都市と新一線都市の出身者は現在すべて東
京都内に居住し、二線都市と三線都市の出身者は東京市部と東京圏外に居住する人はい
る。また、二線都市と三線都市の出身者は東京都心に居住する人はいなかった。	
	
	図 4-4-4 旧一線都市 
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図 4-4-5 新一線都市 
図 4-4−6 二線都市 
図 4-4-7 三線都市 
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4-5	 東京における「80 後」の移動パターン		
	 	 	
 移動動機 対象者 
① 
学 → 仕   I、H、K、O、a、F 
学 → 仕 → 婚   J、Z、D、B 
学 → 仕 → 家   T、R、Y、W 
学 → 仕 → 同   S、U 
学 → 仕 → 同 → 婚   A 
学 → 仕 → 他   X 
② 
学 → 婚   N 
学 → 婚 → 他   C 
③ 
学 → 同   P、c、Q 
学 → 同 → 仕   V 
学 → 同 → 婚   L 
④ 
仕 → 家   M 
同 → 婚   b 
他   E、G 
	
	 	
図 4-5-1 調査対象者の移動パターン 
表 4-5-1 調査対象者別の移動パターン 
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	 		表 4-5-1 をもとに、ヒアリング調査で得た 29 人の回答を 4 パターンに分け、それぞ
れを分析してまとめる。	
	 	 パターン①（18 人）	
	 	 このパターンに属する人は、まず「進学」を理由で来日後の初めての居住移動が発
生し、卒業後は帰国せずに、日本で就職することを選択したため、「仕事関係」を理由で
2 回目の居住移動を起こした。ここまで進んだ人数は 18 人であったが、その後、うち 4
人が「結婚」、4 人が「家が欲しい」、3 人が「同居人の増減」、1 人が「その他」、計 12
人がそれぞれの理由で 3 回目の移動が発生した。なお、「同居人の増減」で移動した 3 人
のうち 1 人のみ、「結婚」を理由で 4 回目の移動が発生した。つまり、「仕事」による居
住地の移動後には、世代人数の増減、婚姻状況の変化など理由で、約 6 割の「80 後」は
再び居住地を変更する。	
	 	 パターン②（2 人）	
	 	 このパターン内の 2 人は、「進学」を理由に居住地の移動が発生し、その後の移動動
機は「仕事関係」ではなく、「結婚」である。またヒアリング調査では、二人とも学生時
代にすでに婚約者は決まっており、まだ将来は長期的に日本に居住するため、卒業後は
まず居住地を変更し、その後結婚をしたと述べた。しかし、このパターンは 2 人しかい
ないため、多数の「80 後」はやはり卒業後にまず「仕事関係」による居住地を変更する
ケースが多いであろう。	
	 	 パターン③(5 人)	 	 	
	 	 このパターン③は②と同じく、「進学」を理由に居住地の移動が発生した後の移動動
機は「仕事関係」ではなく、この 5 人は「同居人の増減」による移動である。ただし、V
は「同居人の増減」による移動が発生した時点で、まだ就職しておらず、卒業後やはり
「仕事関係」による居住地を変更したので、パターン①にも近い。	
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					パターン④（4 人）	
	 	 このパターンに属する 4 人は「進学」による居住地の移動は発生していなかった。
ただし、4 人のうち 2 人は海外転勤のため中国から来日し、日本で留学の経験がないわ
けである。またもう 1 人は進学せずに日本人男性と結婚し、日本語学校を中退したた
め、「進学」による居住地の移動はなかったのである。	
	
最後にまとめてみると、今回の調査の対象者である 29 人のうちに日本に進学し
た「80 後」は 26 人（M、G、b 以外）であり、そのうち 25 人は「進学」を理由で居住地
を変更したため、「80 後」は進学後の居住地の移動が主流である。逆に言うと、進学し
ていないうちに、「同居人の増減」、「部屋への不満」といった理由による居住地を変更す
る人は少ないと思われる。次に、学校を卒業した後の居住地の変更理由について、25 人
のうち 18 人（7 割以上）が「仕事関係」のために居住地を変更した。7 人（3 割近く）
は「結婚」、「同居人の増減」のため居住地を変更した。	
また、上記の「仕事関係」による居住地の変更を起こした人はさらに「結婚」、
「家が欲しい」、「同居人の増減」、「その他」などの理由で居住地を変更したため、ばら
つきが徐々に現れた。そのばらつきの原因について、家族構成と将来の居住地に影響さ
れると考えられる。具体的にいうと、仕事後の移動の理由は「結婚」または「家が欲し
い」と答えた人は全員将来の居住地を日本と決め、そのうち既婚者が 6 人であり、残り
の 2 人も婚約予定がある。また、「同居人の増減」もしくは「その他」を理由で居住地を
変更した 4 人のうち、3 人は将来の居住地に対してまだはっきり決めていない状態であ
る。将来の居住拠点を日本と決めた「80 後」は、すでに仕事後の居住が発生し、住宅を
購入する傾向があると考えられる。	
		
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
第５章 まとめ           
	 -	75	-	
 
第 5 章 まとめ 
 5-1 各章の整理 
	 	 第 1 章では、東京都において最大の外国人グループである中国人の社会背景を紹介
し、東京圏に在留する中国人の増加に対し、彼らの居住における変化に着目する視点を
置く必要があると述べた。また、東京都に在留する「80 後」を研究対象に調査を進むの
目的を明らかにし、研究仮説、研究方法、研究仮説、用語の定義及び既往研究について
述べた。	
	 	 第 2 章では、東京都における在日中国人の全体像について述べた。2015 年までの東
京都の在留中国人は、在留資格別でみると、「永住者」「留学」「家族滞在」の順に多
かった。また全体の動向としては「永住者」「永住者の配偶等」「留学」「家族滞在
「技術・人文知識・国際業務」は年々増加する傾向だが、「日本人の配偶」「定住者」
「研修」は減少する一方である。さらに、東京都に在留する「80 後」の人口変化は 2012
年〜2016 年のデータをみる限り、男女を問わず徐々に減少していることがわかった。ま
た「80 後」の在留人口の減少はおよそ 27 歳から加速し、30 歳頃から安定傾向が見られ
る。また、東京区部に在留する中国人の居住地の分布について、全体的に人口数の多い
区部は 2015 年時点までは新宿区、豊島区、江戸川区、板橋区の順に多かったが、2001
年〜2015 年の人口増加率を計算した結果、増加率が上位となった区部は台東区、荒川
区、葛飾区、江東区、墨田区、中央区、千代田区である。将来、在日中国人が従来の中
国人人口の多い新宿区、豊島区、江戸川区、板橋区に限らず、上記の 7 区への流入はま
すます顕著になる思われる。	
	 	 第 3 章では、	戦後の在日中国人の居住の特徴について述べた。第二次世界大戦後、
日本の入国管理政策の緩和と「留学生 10 万人を受け入れ」政策の影響により、80 年代
から日本で技術を習得するために来日した中国人が増加し、主な居住地は新宿区と豊島	
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区であった。90 年代後半に入り、留学を目的に東京に居住し始める中国人留学生が急増
した。その人口急増に伴い、新宿区と豊島区の在日中国人が増えた以外に、板橋区、足	
立区、江戸川区、江東区の在日中国人の人口増加も顕著であった。また、人口の増加現
象は都内にとどまらず、埼玉県、千葉県、神奈川県のへの流出も始まり、つまり東京都
内の在留中国人はその時期から徐々に東京都における郊外化が始まった。特に埼玉県川
口市、蕨市への人口流入が著しく、芝園団地もその典型的な例である。公共賃貸住宅へ
の集中化もその時から始まったと言える。	
	 	 第 4 章では、ヒアリング調査の方法及び結果をまとめた。まず、調査対象の居住地
を変更する理由は大きく分けると「進学」、「仕事関係」、「同居人の変化」、「家が
欲しい」とまとめられる。また「進学」を理由で居住地を変更した調査対象者が一番多
く、次は「仕事関係」、「同居人の変化」、「家が欲しい」、「その他」の順で多かっ
た。さらに、「仕事関係」による平均の移動距離が最遠であり、「その他」による平均
移動距離が最も短い。年収別から見ると、調査対象者の年収が高くなるほど、すでに住
宅を購入した比率も高くなり、またマンションに居住する人は約 7 割を占めた。調査対
象者の年収が低くなるほど、賃貸の比率は高くなるが、すでに住宅を購入した人は 5 割
近くいることから、年収は「80 後」の住宅を購入するかしないの決定要素ではないと思
われる。また中国の出身地別からみれば、旧一線都市の出身者はすでに住宅を購入した
傾向があり、新一線都市、二線都市及び三線都市の出身者はまだ賃貸が主流である。ま
た二線都市と三線都市の出身者と比べると、旧一線都市と新一線都市の出身者の現居住
地は東京区部内（特に東京都心）の居住人口が集中していることが明らかになった。最
後に、ヒアリング調査の結果をパターン化した結果、多数の「80 後」は進学により一次
居住の移動が始まり、就職などによる仕事関係の理由で二次居住の移動が起き、その後
の移動は家庭構成の変化、将来の居住地の選定に大きく影響される。また、将来の居住
地を日本と選択した「80 後」と子持ちの「80 後」はマイホームを購入した可能性が高い
と思われる。	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
第５章 まとめ           
	 -	77	-	
	 	 	
5-2 仮説について明らかになったこと 
	 仮説①	 留学を動機に来日したため、最初の居住地が日本語学校の多く立地する新宿
区の高田馬場、新大久保または豊島区の池袋、大塚などをはじめ、短期的な居住期間を
経て、その後の各自の進学により、中国人集住する地域から離れる。	
	 	 図 4-3-1-1 からみれば、来日した間もなくの「80 後」は、当時最も集中していた
居住地は新大久保、高田馬場、池袋、板橋、川口市だったが、各自の進学により、在日
中国人の人口数が多い区部から少ない区部または隣県に移動した傾向が見られた。ただ
し、学校の立地の影響で、在日中国人の少ない区部から多い区部へ逆方向の流入も存在
する。また卒業後、「仕事関係」などの理由で再び区部に居住地を移動するが、来日当
初に居住した地区に戻る人はほとんどいない。	
	 	
仮説②	 中国では、「持ち家を用意しないと結婚できない」という親世代からの先入
観があるため、自分の年齢、年収などにかかわらず、結婚をきっかけに住宅を購入する
「80 後」は日本でも多いのではないか。	
	 まず、結婚を理由として居住地を移動した「80 後」は合計 8 人であり、またこの 8
人の所有形式はすべて持ち家であることが判明した。ただし、この 8 人の年収にばらつ
きがあるが、年収 800 万円を超えた割合は半分以上である。それに対し、配偶者または
子供もいる状況にも関係なく、住宅まだ購入していない「80 後」は合計 5 人である。つ
まり、日本に居住する「80 後」は、「持ち家を用意しないと結婚できない」という古い
先入観に影響されなれず、マイホームを持たなくても結婚し配偶者と居住する「80 後」
は少数ではない。	
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	 仮説③	 一般的に、東京都の中国人の集中居住地と認識されるのは主に新宿区や豊
島区であるが、実際はその 2 区に限らず、新な集中居住地が誕生したのではないか。	 	
	 第 2 章で分析した 2000 年から 2015 年区部の在日中国人の人口数変化から見れば、
江東区、荒川区、台東区、中央区、千代田区の人口増加率は新宿区、豊島区を超えた。
またヒアリング調査では、新宿区、豊島区に居住歴を有した人は多くいたが、学校の立
地による居住動機が主因である。また、日本で長期居住を計画し、持ち家を購入した
「80 後」の区部における集中現象は見当たらなかった。	
	
仮説④	 「60 後」と「70 後」は 20 代〜30 代の時期に居住を選択する際に、入居でき
る物件が少ない、外国人が入りやすい地域が少ないといった外部条件が厳しかったた
め、移動の範囲が限られており、郊外に住む傾向があることに対しては「80 後」は居住
地の選択の範囲が比較的に広く、郊外に住む人口比率が低い。	
	 1980 年から 2000 年までの在日中国人の多い区部は豊島区、新宿区、江戸川区、中
野区、板橋区、北区、足立区であり、それは「60 後」、「70 後」の人口流入と考える。
一方、2000 年〜2015 年の東京区部の在日中国人の人口増加率を見ると、上記の 7 区以
外、江東区、台東区、葛飾区、荒川区の人口増加率が著しいため、在日中国人の東京区
部における人口流入が多元化になることがわかった。またヒアリング調査では「80 後」
の郊外での居住経験を持つ人の割合が低く、また郊外に居住した経験のある「80 後」の
現居住地に着目すると、最初は学校関係で東京圏外に住んでいたが、仕事関係、家庭関
係の変化により再び都市区部への回帰が見られる。従って、東京近郊より東京区部また
は市部に居住する傾向があると考えられる。	 	
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 5-3 今後の課題	
	 	
	 	 本研究では、近年東京圏の在日中国人の分布を把握し、さらに「80 後」を研究対象
に絞り、彼らは日本での居住歴を分析した上、居住動向、移動パターンをまとめた。ま
た第二次世界大戦後から来日した中国人の居住地の分布及び変化を先行調査で収集し、
「60 後」、「70 後」と居住における違いを分析した。在日中国人の「60 後」「70 後」
と比べ、「80 後」は外国人に対する賃貸住宅政策の緩和とともに、東京における居住地
の選択肢が増えた。従来中国人の人口が多い新宿区、豊島区、板橋区などに限らず、江
東区、墨田区をはじめ、さらに都心 3 区への居住が注目されると思われる。	
	 	 しかし、今回のヒアリング調査では対象者数が少ないため、将来の居住地の選択と
出身都市の関係性があるのか、一般化するには引き続き研究する必要があると考える。	
	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
第５章 まとめ           
	 -	80	-	
 
参考文献 
 
⑴奥田道大・田嶋淳子，1991，『池袋のアジア系外国人ー社会学的実態調査報告』
めこん	
⑵奥田道大・田嶋淳子，1993，『新宿のアジア系外国人ー社会学的実態調査報告』
めこん	
⑶石井由香，2003，『移民の居住と生活ー講座	 グローバル化する日本と移民問題	
第 II 期	 第 4 巻』明石書店	
⑷法務省在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表	 2006 年〜2016 年	
⑸東京都の統計	 東京都統計年鑑	 外国人人口昭和 31 年〜平成 12 年	
⑹川口市統計書・人口	 1979 年〜2016 年	
http://www.city.kawaguchi.lg.jp/kbn/04013058/04013058.html	
⑺阿部康久，1997，『長崎における在日中国人の就職状況の変化と居住地移動』人
文地理	 第 49 巻	 第 4 号	
⑻清水昌人，1994，『東京大都市地域における外国人就学生の住居移動』	 地理学
評論 67A-6	 383-392	 	
⑼高井寿文，2003，『日本の都市空間における日系ブラジル人の空間認識』地理学
評論，77-8，523-543	
⑽稲葉佳子，小菅寿美子，笠原秀樹，2003『賃貸住宅における外国人居住 10 年間の
変化	 新宿大久保地区』，都市住宅学，Vol2003，No.43ｐ，126-131	
⑾朱笛，『“80 后”青年的住房拥有状况研究』，江蘇社会科学 2012 年第 3 期	
⑿江偉、山下晴海,2005,『公共住宅団地における華人ニューカマーズの集住化ー埼
玉県川口芝園団地の事例』,人文地理学研究，29，33-58	 	
⒀山下晴海,2007，『第二次世界大戦争後における東京在留中国人の人口変化』，人
文地理学研究，31，97-113	
⒁欧陽海燕，『中国大中城市青年居住状況調査』，小康，2011（6），32−36
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
資料編         
	 -	81	-	
3



8

4
1
2


7
6
5

û

Ő
û
Ç
û
Ő
û
Ő
û
Ç
û
Ç
û
Ç
û
Ő
û
Ç
û
Ő
û
Ő
û
Ő
û
Ç
û
Ő
û
Ç
û

ƕ
º
ơ
Ø
ŗ
Ł
Ʋ
è
ĳ
Ž
ŗ
Ž
ç
è
Š
ð
ŗ
Š
ľ
è
Ä
ĺ
è
m
Ľ
è
ơ
Ø
ŗ
Ã
Ɲ
è
m
Ľ
è
m
Ľ
è
Š
ð
ŗ
Š
ç
è
Ď
œ

d
i
X
g
Ʒ
¢
ŗ
è
ē
ĕ
è
ơ
Ø
ŗ
Ã
Ɲ
è
ĳ
Ž
ŗ
¢
Ɯ
è

x
è
ƕ

Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
	í
Ŗ
Ş

y
	í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
í
Ư
>

 
2
%

ŉ
>
r
Ê
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ş

y
í
Ŗ
Ã
Í
Ʊ
Ō
í
í
¦
Ũ
l

Ũ
l

Ũ
l

Ũ
l

Ũ
	l

Å
ǋ
Ũ
	l

Ũ

l

Ũ
l

Ũ
l

Ũ
l
Ũ
l
Ũ
l
Ũ
l

Ũ
l

l
ǉ
`
U
]
{
Ǌ
ġ
Ē
í
Č
	í
	í
	í
	í
	í
	í
í
í

í

í

í

í
	í
	í
	í
ŉ
¹
Z

E
 
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
ǉ
Ş
Î
Ǌ
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
ǉ
q
©
Ǌ
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
k
Ā
ð
T
ǉ
Ď
ŧ
Ǌ
k
Ā
ð
T
ǉ
Ď
ŧ
Ǌ
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
ǉ
q
©
Ǌ
b
i
Y
e
i
b
i
Y
e
i
T
a
j
]
à

ö
ñ
Ǝ
ƌ
Ǝ
ƌ
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ǝ
ƌ
Ć
4
Ô
Ć
4
Ô
Ǝ
ƌ
Ǝ
ƌ
Ě
Ö
ǂ
ż
9
Ã
¾
9
ƛ
Ë
9
¢
ļ
â
9
ť
ķ
9
Ģ
Ʋ
ő
9
Ż
Ɓ
¯
©
á
9
x
ƥ
9
³
æ
ǅ

Ú
9
Ü
ä
9
ũ
¼
9
ǆ
_
Ó
ù
ğ
»
m
9
ħ
ĺ
9
ň
Ë
9
Ŏ
ţ
9
ß
s
Ɓ
æ
¨
9
ģ
ī
9
Ƶ
¬
%
ƈ
9
Ĵ
ƀ
9
Ĵ
ƀ
Ď
ĝ
½
9
ť
ķ
9
¢
¡

9
Ƭ

}
ő
Ĵ
ƀ
9
Ã
ã
â
9
ë
%
ƈ
9
ę
ī
ǅ
Ŏ
ǀ
½
9
q
Ƨ
9
Ď
Ã
s

9
Ď
Ã
s

9
ƥ
Ţ
Ô
Ċ
ƒ
Ű
9
Ď
Ã
¾
9
Ď
q
Ƨ
9
ů
ǀ
·

Ú
9
ǆ
Ó
9
ǆ
Ó
Ɓ

ň
Ë
9
n
ģ
ī
9
Ã
â
9
ǅ
å
ì
9
¢
Ŝ
ő
è
æ
9
Ģ
Ʋ
ő
9
Ü
Ť
°
¤
9
ÿ
À
ň
Ë
9
ŷ
ī
9
ê
ô
Ğ
Ƥ
9
ƺ
ŝ
ǅ
Ŏ
ǀ
½
ŉ

ā
Z
à

í
Č
í
í
í
í
í
í
í
í
í
	í
ó
í
í
í
	í
í
ó
ò
Ɠ
I
¶
Č
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
¶
	¶
ŉ
¹
Z
®
à
y
÷
Ç
Ʀ

Ų
V
Ë

k
y
Ę
L
I
Ʀ

Ų
V
Ë

Ʀ

Ų
Ʀ

Ų
ǉ
Ē
Ğ
y
Ő
û
Ǌ
V
Ë

÷
İ
Ʀ

Ų
V
Ë

÷
İ
Ʀ

Ų
Ʀ

Ų
ǉ
d
i
X
g
y
Ç
û
Ǌ
Ʀ

Ų
Ʀ

Ų
V
Ë

¥
Ɵ
Ʀ

ò
Ɠ
I
Ŋ
ŏ
Y
S
 
T
Í
Ħ
ư

¶
Þ
Ŵ
	¶
Ɨ
Ŵ
¶
®
à
y
Z
À

	¶
Í
Ħ
ư

¶
Þ
Ŵ
¶
Ɨ
Ŵ
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
Þ
Ŵ
	¶
Ɨ
Ŵ
	¶
ƣ
á
Z

ƣ
Ġ
~
Y
o
Ŀ
%

N
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

¶
Þ
Ŵ
	¶
Ū
É
Z
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

¶
Þ
Ŵ
	¶
Ū
É
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
Þ
Ŵ
	¶

Ū
É
Z
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

8
	¶

Þ
Ŵ
Z
2
H
	¶
Ŷ

Z
Ô
%
ĭ
I
 
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

	¶

®
à
y
Z
Á

¶
Ū
É
Z
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

8
	¶
Þ
Ŵ
	¶

Ŷ

Z
Ô
%
ĭ
I
 
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

¶
Þ
Ŵ
	¶
Ɨ

	¶
®
à
y
Z
À

8
	¶
Ū
É
Z
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
Ū
É
Z
2
H
	¶
Ư
§
M
V
ć

o
Ÿ
;
W
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
Þ
Ŵ
	¶
Ŷ

Z
Ô
%
ĭ
I
 
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
Þ
Ŵ
	¶
Ŷ

Z
Ô
%
ĭ
I
 
2
H
	¶
Í
Ħ
ư

	¶
®
à
y
Z
À

	¶
Þ
Ŵ
	¶
ņ
Y
Ŋ
ŏ
%
Ń
 
Ư
§
M
Z
Á

109
09
	29
	09
	0
9
	09
10
09
	09
	109
109
10
	29
	09
109
10
	09
	109
109
10
109
	09
	109
10
9
10
09
	09
	09
10
	109
	109
	09
10
109
09
	09
	109
10
09
	29
	09
10
Í
Ħ
Z
Ù
A
L
9
	109
109
	109
	29
10
9
10
09
109
10
109
	09
	09
09
10
109
09
	09
10
09
109
09
10
0
Û
ġ
Z
ą
ł
V
1
Z
Ŋ
ŏ
E
3
u
Ð
>
Ţ
T
L

V
M

"
L
I
!
Ý
I
Ē
Ğ
8
ƽ
ô
N
ŉ
Ň
ū
Ć

E
L
Ë

Z
ċ
ŵ
R
Ē
Ğ
8
H
0
2
 
ņ
Y
ĵ
H
T
 
;
 
3
%

2
A
S
Ē
Ğ
Ē
Ğ
Y

C

é
·
K
N
u
Ð
%
;
 
Ē
Ğ

Ë

>
ġ
í

ō
K
N
A
L

m
Ľ
V
į
B
Ģ
x
Z
C
!
Z

ƍ
%
Ý
;
 
ı
%
K
N

ƫ
Ĝ
Y
Ē
Ğ
Y
 
N

q
·
K
M
Ō
Ļ
I
R
V
ĩ
V
ý
J
L
O
N
Ē
Ğ

z
v
%
Ï
Ð
8

Ą
Ə
Ņ
~
I
Ć
R
T
 
N
Z
8

ƫ
Ĝ
à

Z
S
I
M

q
·
Y
Ƅ
đ
 
;
 
2
H

Ē
Ğ
8
Ð

K
N
u
Ð

Æ
H
S
Z
Ƅ
I
Ģ
x
ƥ

Z
¹

Ų
Ē
Ğ

ġ
í
>
Ū
É
K
N
u
Ð
8

÷
İ
V
k
ŭ
Y
Ē
Ğ
Y
Ð
ř
K
N

E
2
q
·
Y
į
B
Ō
Ļ
Ĳ
ŀ
>
ǅ
 

Ē
Ğ

ŉ
¹
Z
z
v
%
Ï
Ð
I
T
 
N
I

Ē
Ğ
8
Z
Ō
Ļ
K
8
Y
þ
O
T
 
N
í
|

Y
é
·
K
N
u
Ð
>
;
 
3
%

Û
ġ
>

N
A
I
I
O
;
 

ŉ
¹
I

d
i
X
g
8
Ü
ƃ
Ī
Z
ƿ
ƾ
î
R
¥
Ɵ
V
ũ
µ
q

Ē
Ğ

I
!
q
·
Y
þ
O
;
 
A
I

Ë

E
3
Ü
H
 
A
L

J
>
M
Ē
Ğ
Z
I
R
A
M
I
T
 
N
ŋ
¿
8
ŵ
T
2
 
Z
8

é
L
;
 
V
ú
!

í
|

>
é
·
I
;
 
A
;

V
M

"
L
Ē
Ğ
8
Z
z
v
ũ
Ǆ
R
š
G

q
·

Ƅ
Ì
ž
Z
2
H

È
C
;

Î
º
ņ
Y
*
3
Q
L
;
E

õ
 
T
ƅ
"
?
Ě
Ö
ǂ
Z
ƃ
Ī
%
Ã
C
)
O
?
Ÿ
 

ŉ
¹
>
o

ō
Z
Ƒ

R
ű
"
q
8


Ş
V
Z
Ɣ
ƶ
%
ś
)
O
?
ś
N
C
W
Ÿ
 
Z
8

³
æ

2
M
Y
Ƒ

I
2
 
Í
Ō
Ė
{
Y
n
ő
R
D
 
V
*
P
%

S
8
 
2
2
H

Ō
Ļ
Z


û
R
ý
J
2
%


Į
V
¸
Ĥ
R
Ã
v
Y
I
T
 
N
Ɯ

Ė
Ư
R


Y
ă
"

Ķ
Ï
Z
Ÿ
 
ƫ
Ʈ
Z

Î
º
%
Ÿ
 

E
2
ň
Ë
ǂ

2
M
Y
ƫ
E

S
8
 
2
Z
8

ǁ
ĥ
F
%

N
Ƒ

K
N
;
L
E
L
Ĵ
ƀ
A
;


Ş

Ō
Ļ


û

ċ
ŵ
Đ
Ƈ
;
W
A
L
ű
"
N
V

*
*
%
ŉ
¹
Z
k
Œ
#
Ĺ
ź
;
V
*
P
%
È
C
;
Z
8

Ŷ
ŏ
%
p

q
Ŗ
Ǉ
V
A
%
 
 
Ř
H
Z
 
 

Ã
ƥ
è
ý
Z

N
V
f
T
%
È
C

E
2
\
h
j
b
i
Y
e
i
Z
Ƒ

I
Ĩ
Ɔ
q
;
Z
8


W
C

ǅ
Ƙ
ª
ǂ
±
ƙ
Z
Ņ
~
R
ı
Y

R
T
N

Ď
Õ
±
ƙ
R
í
C
W
à

I
2
Z
8

K
R
D
V
J
G
R
ø
L
Ŋ
ŏ
%
;
)
O
?
ò
R
Ɠ
I
2
E
;
 
Z
8

Ƹ
Ɩ

|

8
Ď
Õ
Y
ž
)
N
à

º
%
K
P
I
 

G
½
V
I
T
Ɛ
J
A
K
M
>
Ï
ƻ
;

Î
ſ
%
Ÿ
E

´
î
ſ
I
Ĉ
R
T
 
O
?
Ŋ
ü

n
ő
;
ý
J
%
È
C

ǅ

Ú
V
A
K
H
1
!
ƻ
A
K
D
L

Ɛ
J
A
K
D
L
ė
Ɯ
Z

Î
ſ
%
Ÿ
 
0
R
A
E

Î
R
Ƒ

I
2
 
Z
8

I
4
P
S
Ə
ō


%
m
Ĕ
K
N
ſ
R
Ơ
A
Z
8

ĳ
Ģ

3
P
!
;

º
n
Ʃ

«
Ů
I
ƭ
Ɯ
K
N
I


S
8
F
2
 
ſ
>
­
ş
Ú

ƞ
@
Y
 
2
*
V
%

M

;
S
8
I
Ĉ
!
£
Ɗ
8

Ŭ
I
Ɖ
×

ė
Į
Ō
Ļ
Z
Ƌ
 
Ņ
%


;
V
*
P
%
Ÿ
 

ƿ
ƾ
î
%
Ĉ
!
ő

ŉ
¹
à

q
Z
ƺ
ŝ
>
È
C

E
2
Ē
Ğ
8
Z
Ǝ
ƌ
Ō
Ļ
%


;
Z
8


Î
R
Ƒ

I
2
 
ű
"
ď
%
;
 

ƫ
Ė
Ư
Ƹ
Ɩ
%
Ź
Ă
;
Z
8

W
*
Y
I
ž
)
J
K
 
½
ā
%
Ÿ
 
Z
8

\
j
c
^
g
ǂ
Z
±
ƙ
%
Ÿ
 

Î
R
Ơ
A
ƴ
ĸ
Ŗ
ł
Ō
Ļ


û

Ņ


Ô
Ǝ
ų
ƹ
õ
ï

Ư
§
M

w
Ɯ
T
W
[
Z
ð
ŧ
í
ǈ

ć

V
Ư
§
M

Ŧ
Ŋ

Ş
Z
Ś
¯
ï
ǃ
Ɩ
½

Ō
Ļ


û

ċ
ŵ
Ĭ
ư
Z
ě
Ń
Ō
Ļ


û

²
Ò
>
Ƣ
)
2
 
Ư
§
M

ŧ
í
Č

ċ
ŵ
Ĭ
ư
Z
ě
Ń

Ķ
Ï
Z
Ÿ
H

Ư
§
M

Ƴ
Č

Ķ
Ï
Z
Ÿ
H
Ō
Ļ
Đ
Ƈ
Z

Ñ
H

Ķ
Ï

Ě
Ö
M
ǂ
A
L
Z
Ɣ
ƶ
¸
º
Ĥ
%
Ÿ
E

ǂ
Y
ƚ
 

Ŵ
½
E
8
t
M
ĉ
"
o
Ƃ
Ư
§
M
%
Ã


E
2
±
ƙ
Z
Ō
Ļ
Đ
Ƈ
Z
ě
Ń

Ķ
Ï
Ǝ
č

Ư
§
M

ć


Ƴ
Č

Ě
Ö
ǂ
V
Z
Ɣ
ƶ
Ņ
~
Ŷ

Z
Ə
ō



Ō
Ļ


û

Â


Ķ
Ï
Z
Ÿ
H

ċ
ŵ
Đ
Ƈ
Z
ě
Ń

Ŷ
ń
ŋ
¿


ŕ
;
ƨ
ƪ
Ƽ

Ō
Ļ
Đ
Ƈ
Z

Ñ
H
ċ
ŵ
Đ
Ƈ
V
 
Ŕ
Đ
Ƈ
Z

Ñ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
資料編         
	 -	82	-	

1
3
4

2
8
6
)
7
0




Ý
Č
Č
¦
Ý
Č
Ý
Č
ř
Č
Ý
Č
ř
Č
ř
Č
Ý
Č
ř
Č
Ý
Č
ř
Č
Ý
Č
Ý
Č
Ý
Č
ř
Č
«

ú
¢
ƛ
Ë
x
Ń
ú
Æ
ø
Ţ
ď
Ʃ
ú
Ļ
ƅ
Ţ
Ċ
ù
ú
»
ĭ
Ţ
Ʋ
Ġ
ú
õ
Ɖ
Ţ
Û
²
ú
Ŧ
Ă
Ţ
Ŧ
ń
ú
Ň
«
Ţ
Ķ
ŉ
ú
x
Ń
ú
Ǎ
Ǐ
Ļ
Ţ
ǋ
Ɖ
ú
ł
Ļ
Ţ
ſ
õ
ú
ÿ
ī
Ţ
ÿ
ù
ú
õ
ī
Ţ
Ņ
±
ú
«

ú
ł
Ļ
Ţ
Ī
ù
ú
Ú
ã
Ʒ
ŕ
þ
ƛ
£
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
Ť


	þ
š
Ť


þ
š
Ť


þ
š
~
à
þ
š
Ť


þ
š
v
ǐ
g
X
e

Ǒ
þ
´
Ű
(v
¡
Ű
v
Ű
v
¡
Ű
v
¡
Ű
v
¡
Ű
	v
¡
Ű
v
¡
Ű
v
Ű
v
¡
Ű

v
¡
Ű
v
¡
v
¡
>
$
Ű
	v
¡

þ
ĩ
ğ
þ
ě

þ

þ
	þ
	þ
	þ
	þ
	þ
	þ
	þ
þ
þ
þ
þ
þ
W
h
s
e
Œ
Ê
@

H
$
k
q
^
n
q
W
h
s
e
W
h
s
e
W
h
s
e
t
Đ
Ă
:
W
h
s
e
W
h
s
e
t
Đ
Ă
:
ǐ
}
·
Ǒ
W
h
s
e
t
Đ
Ă
:
k
q
^
n
q
W
h
s
e
t
Đ
Ă
:
ǐ
ĝ
ŭ
Ǒ
k
q
^
n
q
Ɩ
Ɣ
ò

ć
ă
Ė
7
è
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ė
7
è
Ɩ
Ɣ
Ė
7
è
Ɩ
Ɣ
Ɩ
Ɣ
Ė
7
è
Ɩ
Ɣ
Ǌ
ŗ
ǅ
Ó
ģ
ê
Ǉ
Ǌ
ŗ
@
ǅ
Ó

Æ
Ɠ

Æ
Ɠ
w
u
š
ƃ
Ū


ő
á

Ɖ

ő
á

J
N
S
¹

Ĥ

ő
á
ť
Ɠ

Ĭ
ĳ
ļ
ƈ

š
Ş

Ɖ
ğ
Ģ
ƫ
½
·
ó
ú
 
Ç

ő
á
«
¯



ő
Ð

 


Đ

ĝ
ï
ö
ū
ø

Ǌ
ŗ
ǅ
Ó

Ś
ŗ

ĝ
ş
º
\
{
Ǌ
ŗ
ǅ
Ó

ĝ
Ú



Ƅ
º

Đ
ŗ

ő
ŧ
ŗ
Ñ

ƒ
û

ǃ
ŗ
Ų
Ǌ
ŗ
ǅ
Ó

Á
ŗ
Ś

±
ţ
Ś
±
ĝ
é

Ŭ
Ô

ý
F
Ɠ


"
Ħ
¯
ǆ
r
Ɠ

ã
Ɓ
Ú
ã

ǉ
Ŋ
Ú
ã
Ů
÷

į
y
þ
ą
Œ

đ
@
ò

þ
ě
þ
þ
ħ
ň
þ
ħ
ň
þ
þ
þ
þ
þ
ħ
ň
þ
þ
ħ
ň
þ
ơ
+
þ
þ
þ
ą
Ç
Ą
Ƙ
M
Ç
ě
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
Ç
ƪ

Œ
Ê
@
¼
ò

ƪ

Ź
³
ƥ
Ĉ
Ý
t

Ģ
O
M
ƪ

Ź
t

Ģ
O
M
t

Ģ
O
M
ƪ

Ź
Ĉ
ķ
ƪ

Ź
t

Ģ
O
M
Ĉ
ķ
ƪ

Ź
ğ
Ĩ

ř
Č

t

Ģ
O
M
ŏ
?
œ
Ř
F
Ō
$
Ą
Ƙ
M
œ
Ř
?
9
$
:
ã
Į
Ƶ

Ç
ű
ß
@
R
J
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
¼
ò

@
Ö
¨
X
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
¼
ò

@
Ö
¨
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
Ɲ
Ż
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
Ɲ
©
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
¼
ò

@
ņ
ð
@
R
J
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
ű
ß
@
R
J
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
 
ƨ
ó
F
Ő
$
R
J
Ç


Ƶ

Ç
ž
£
@
è
F
ĵ
M
$
R
J
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
ñ
Ż
Ç
ã
Į
Ƶ

Ç
¼
ò

@
Ö
¨
Ç
¼
ò

@
Ö
¨
Ç
ű
ß
@
R
J
Ç
ģ
ê
Ǉ
E
O
@
ƙ
Ƽ
F
Ʀ
+
ƨ
ó
F
Ő
$
R
J

ƴ
µ
P
@
×
ª




5



5





5
5

ì

5
5


5

5
5




5
5








5







}
É
!
ƌ
â
Ɔ
@
R
J
!
î
ĩ
@
ĕ
ŋ
<
Q
@
œ
Ř
Ʋ
ĥ
?
ğ
Ĩ
X

+
!


U
×
&
>
,
R
B
P
U
<
ğ
Ĩ
?
$
R
$
ğ
Ĩ
X
P
U
<

G
R
$
6
F
 
ƌ
E
O
ü
É
O
Q
N
B
?
Ǝ
T
R
:
G
:
$
Q
@
X
 
ƶ
ś
F
+
Q
ǁ
?
ü
Q
ĩ
þ
ű
ß
U

æ
M
:
D
P
 
<
P
#
&
P
î
ĩ
A
á

U
ğ
Ĩ
X
ż
:
R
$
@
X
 
ü
É
O
Q
¸
Ž
Č
F

$
ĺ

i
]
µ
R
R
O
ü
É
O
Q
¸
Ž
Č
F
Ǌ
$
!
ƌ
â
Ɔ
@
R
J
ĺ

i
]
µ
R
R
O
ü
É
O
Q
ǐ
ƌ
â
Ɔ
@
R
J
Ǒ
ğ
Ĩ
!
Œ
Ê
A
Ú
ã
?
Ƣ
$
>
F
O

$
:
$
Q
@
X
 
°
İ
ĉ
K
-
@


U
M
P
Ŵ
,
R
$
M
 

ō
}
É
N
P

,
Q
!
č
I
}
!
ğ
Ĩ
ž

@

I
ċ
Ë
<
ŕ
ŀ
ǀ
A
Ä
ǂ
>
$
6
F
 
Œ
Ê
@


A
ƞ
+
:
 
t
Ŷ
?
ğ
Ĩ
X
Ɨ
İ
O
Q
h
s
e
f
s
F
ĵ
M
$
!
ğ
Ĩ
!
}
É
N
P

,
Q
B
!
Ŕ
Õ
F
ŵ
ǌ
@
X
 
î
ĩ
á

@
R
J
ž
£
A
-
6
T
O
>
$
6
F
 
ƌ
A
ü
O
>
$
X
G
M
$
!
Ʋ
ĥ
?
ğ
Ĩ
X

+
!
á

U
ğ
Ĩ
X
ż
:
R
$
E
O
ğ
Ĩ
X

+
þ
ĉ
ü
É
!
|
ƌ
@
R
J
ğ
Ĩ
?
Ʋ
ĥ
ò

M
R
$
,
=
 
M
U
C
P
î
ĩ
Š
?
ƌ
â
Ɔ
@
R
J
ü
Q
!
}
É
!
þ
 
?
Ü
U
ƣ
R
«

?
ü
Q
!
î
ĩ
A
ƌ
@
Ÿ
ĉ
@
ǀ

U
Ɗ
R
$
!
H
6
T
E
O
>
$
F
 
þ
 
?
ü
É
O
Q
¸
Ž
Č
F
Ǌ
$
Ʋ
ġ
ƴ
ƽ
Ɯ
F
Ƃ
Ē
>
@
X
 
=
-
?
K
Ɔ
,
M
O
$
Ó
đ
F
ƀ
$
@
X
 
b
s
l
f
p
Ǉ
@
¿
Ɵ
F
ƀ
$
Þ
G
>

ä
Ë


Ƶ

X
ĝ
é
<
E
Ʈ
ā
?
N
+
Ɔ
+
@
X
 

Ƣ
W
[
a
_
@

§
@
<
-
S
F
N
$
ƭ
Ư
Ä
ǂ
U
Ō
Ƌ
O
Q
>
O
 
ť
Ĳ
Ì
F
Þ
G
!
Ʃ
ċ
b
@
W
[
a
_
A

§
X
E
9
ğ
Ĩ
@
Ő
$
ƚ
Ë
F
Ĺ
?
$
:
$
Q
ŏ
?
-
6
T
P
F
>
$
6
F
 
Ï
Ĩ
Š
?
ƿ
E
>

ä
Ƈ
X
ŕ
ŀ
Ğ
Ə
F
#
R
B
®
£
K
M
ğ
Ĩ
X
ű
ß
O
Q
Ó
º
 
Ƣ
©
<
ŕ
ŀ
§

Č
U
Ƭ
Ƌ
O
Q
@
X
 
Ǉ
§
Ŗ
Ź
F
Ù
$
Ǉ
F
ƀ
$
}
É
X
>
E
>
E
t
Đ
Ă
:

J
>
$
@
X
 

ô

ä
Ë
F
ƀ
$
!
ư
ů
Ś
 
Ĕ
x
#
R
P
!
è
Ɩ
A
Ǌ
J
6
F
 
Ǉ
F
Ù
+
 
¢
E
,
M
M
O
$
M
 
ľ
å
K
ƀ
L
Q
B
!
y
«
Ľ
<
ƃ
Ū
F
Þ
G
!

I
@
ğ
?
ƽ
Ɯ
?

O
>
+
:
K
³
ƥ
U
À
V
X
ơ
Ɵ
X
Ƥ
c
Q
B
!

Ƣ

§
 
¸
Ž
X
#
R
B
ĝ
é
<
E
Â
ø
F
ƀ
$
ŏ
?
Ǝ
&
>
$
,
=
 
ī
Y
o
W
?

V
X
I
R
+
:
 

&
B
ũ
E
O
_
Z
X
d
o
s
F
Ɗ
&
Q
Ó
đ
!
Ø
É
Ĝ
ª
U
Ũ
ı
Š
?
¶
,

R
Q
Ë
Î
F
ƀ
$
@
X
 
î
ĩ
Ą
U
Ƙ
O
>
O
š
Ǎ
¬
<
E
 
z
ŗ
Ɠ
¬
U
Ƨ
ē
O
Q
Ú
Í
Ã
İ
Ğ
Ə
@
#
Q
H
7
 
ƚ
Ë
@
ð
>
$
H
7
 
Ƴ
ę
Ď
F
Þ
G
Ʊ

!
Ƣ
©
A
Ú
×
6
,
=
 
}
É
@
ç
è
@
Ʃ
ú
A
Ń
?
ƺ
Ę
M
>
$
@
X
 
Ʃ
ú
Ď
@
>
$
ž
ō
?
È
H
R
Q
·
$
·
ĸ
è
?

I
R
$
!
ī

?
#
H
P
Ɛ
M
+
>
$
F
 
R
6
K
7
L
K
7
L
O
Q
Ƈ
A
ų
í

I
R
+
>
$
@
X
 

H
X

V
X
$
R
š
Ǎ
¬
<
E
 
z
ŗ
Ɠ
¬
@
ŕ
ŀ
o
`
m
Ď
F
ŷ
M
E
X
 
ľ
å
K
ƀ
$
M
 
ã
Į
 
Ŝ
Ʒ
>
=
K
ơ
+
?
#
U
:

§
!
ğ
Ĩ
Ƒ
F
Ò
Ž
X
A
>
$
R
J
 
}
É

@
ë
ƻ
Ë
Î
F
N
$
Ě
ż
Ğ
Ə
<
­
ŝ
Ğ
Ə
@

ç

ä
U
Ƨ
a
ƹ
Ŀ
š
ŋ
Ø
ƍ
@
ŵ
ǌ
L
X
 
ǈ
Ɯ
Ó
@
Ĥ
Ō
 
ŭ
þ
ě
 
j
c
e
Ǆ
ż
@
¸
¾
è
Ɩ
 
ƴ
µ
P
 
ľ
å
 
ź
ƾ
Ć
Ā
è
Ɩ
 
ģ
ê
Ǉ
E
O
@
ƙ
Ƽ
 
ŕ
ŀ
Ğ
Ə
@

ç
L
ŕ
ŀ
§

Č
 
Ă
ŭ
þ
ǎ
 
ź
ƾ
Ć
Ā
 
Ě
ż
Ĵ
Ƶ
@

ç
L
ŭ
þ
ě
 
ƴ
µ
P
 
¥
ĥ
ƕ
Ŗ
 
Ǉ
E
O
@
ƙ
Ƽ
ƴ
µ
P
 
Ƈ
@
ŵ
ǌ
L
ľ
å
 
ľ
å
 
ľ
å

è
Ɩ
ė

<
ƴ
µ
P
 
ŕ
ŀ
Ğ
Ə
@

§
Č
 
Ă
Ŏ
@
ź
ƾ
Č
ÿ
L
 
Ƹ
ě
 
N
+
§
Ŗ
O
Q
ƽ
Ɯ
@
Ơ
I
º
$

º
Ø
É

U
N
+
¶
,

R
Q
Ë
Î
 
Ě
ż
Ğ
Ə
F

ç
 
ģ
ê
Ǉ
@

Ɯ

ě
ŭ
Ł
Ƭ
Ƌ
X
 
H
R
ė

<
Ƹ
ě
 
ź
ƾ
Ā
K
Ú
¤

Ƣ
W
[
a
_
@
§

Č
 
j
c
e
Ǆ
ż
¸
 
è
Ɩ
ŕ
ŀ

§
Č
 
Ă
Ŏ
@
ź
ƾ
Ā
ŕ
ŀ
@
§

Č
 
j
c
e
¸
Ž
 
Ĳ
Å
¸
Ž
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
資料編         
	 -	83	-	
 
 
謝辞  
 
	 	 本研究を遂行するにあたり、多くの皆さまにご指導及びご協力いただきましたこと
に心より感謝申し上げます。	
	 	 特に、指導教授である饗庭先生には長い期間にわたり、研究の進め方や論文の書き
方など、ひとかたならぬご指導を賜りました。どれほど言葉を尽くしても足りないほ
ど、感謝しております。最後まで本当にありがとうございました。また、毎年の都市ゼ
ミでは、都市システム科学域の先生たちから御専門のお立場から、また違った視点での
助言をいただきました。おかげで本論分も一方からの視点だけではなく、多角的なとら
えかたが出来、更に厚みや深みを増した内容にまとめ上げることが出来ました。ご支援
に心から感謝申し上げます。	
	 	 また、入国管理局でヒアリング調査に貴重な時間を割りご協力いただいた中国人
方々に深く感謝します。同ゼミで研究の議論にいつもお付き合い下さった皆様にも大変
お世話になったことに深く感謝しております。	
	 	 最後になりましたが、これまで温かい目で見守ってご支援下さった両親と友人に深
い感謝の意を表します。ありがとうございました。	
	
	
2017 年	 2 月
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	      	
 
	 -	84	-	
	 	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 	
